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(57)【要約】
【課題】優れた低温定着性と耐オフセット性能を両立す
ることができ、良好な高精細画像を形成することができ
るトナーを提供すること。
【解決手段】少なくとも活性水素基含有化合物と、該活
性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分と、
酢酸エチル可溶ポリエステル成分とを有機溶剤に溶解な
いし分散させてトナー溶液を調製した後、該トナー溶液
を水系媒体中で乳化ないし分散させて分散液を調製し、
該水系媒体中で、該活性水素基含有化合物と、該活性水
素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分とが反応
して生成する酢酸エチル不溶ポリエステル成分含むトナ
ーであって、前記活性水素基含有化合物と反応可能なポ
リエステル成分は、酸成分と、脂肪族ジオール及び脂環
族ジオールから選択される少なくとも1種のジオール化
合物と、芳香族ジオール化合物とを触媒の存在下で縮合
重合させてなる重量平均分子量が１００００～１０００
００のポリエステル樹脂からなること。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機溶剤に、少なくとも活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物と反応可能
なポリエステル成分と、該有機溶剤に可溶なポリエステル成分とを溶解ないし分散させて
トナー溶液を調製した後、該トナー溶液を水系媒体中で乳化ないし分散させて分散液を調
製し、該水系媒体中で、該活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物と反応可能
なポリエステル成分とが反応して生成する該有機溶剤に不溶なポリエステル成分を含むト
ナーであって、
　前記活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分は、酸成分と、脂肪族ジオー
ル及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合物と、芳香族ジオー
ル化合物とを触媒の存在下で縮合重合させてなる重量平均分子量が１００００～１０００
００のポリエステル樹脂からなることを特徴とするトナー。
【請求項２】
　前記有機溶剤に不溶なポリエステル成分が、伸長反応による分子量が増加したゲル成分
を含むことを特徴とする請求項１に記載のトナー。
【請求項３】
　前記活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分がイソシアネート基を含有す
ることを特徴とする請求項１又は２に記載のトナー。
【請求項４】
　前記活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分における遊離イソシアネート
基の含有量が、１．５質量％以下であることを特徴とする請求項３に記載のトナー。
【請求項５】
　前記有機溶剤が酢酸エチルであり、前記有機溶剤に可溶なポリエステル成分が酢酸エチ
ル可溶ポリエステル成分であり、前記有機溶剤に不溶なポリエステル成分が酢酸エチル不
溶ポリエステル成分であることを特徴とする請求項１から４のいずれかに記載のトナー。
【請求項６】
　前記脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合
物が、１，４－ブタンジオール、プロピレングリコール、エチレングリコール、ジエチレ
ングリコール、ネオペンチルグリコール及び１，６－ヘキサンジオールのいずれかである
ことを特徴とする請求項１から５のいずれかに記載のトナー。
【請求項７】
　前記芳香族ジオール化合物が、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド２ｍｏｌ付加物
、又はプロピレンオキサイド２ｍｏｌ付加物であることを特徴とする請求項１から６のい
ずれかに記載のトナー。
【請求項８】
　前記脂肪族ジオール及び前記脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール
化合物と前記芳香族ジオール化合物のｍｏｌ比率が９．５／０．５～６／４であることを
特徴とする請求項１から７のいずれかに記載のトナー。
【請求項９】
　前記酸成分が、テレフタル酸、又はイソフタル酸であることを特徴とする請求項１から
８のいずれかに記載のトナー。
【請求項１０】
　前記触媒が、Ｔｉ系触媒であることを特徴とする請求項１から９のいずれかに記載のト
ナー。
【請求項１１】
　前記トナーの体積平均粒径（Ｄｖ）が、３～８μｍであることを特徴とする請求項１か
ら１０のいずれかに記載のトナー。
【請求項１２】
　前記トナーの体積平均粒径（Ｄｖ）／個数平均粒径（Ｄｎ）が、１．２５以下であるこ
とを特徴とする請求項１から１１のいずれかに記載のトナー。
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【請求項１３】
　請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを含むことを特徴とする現像剤。
【請求項１４】
　静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程と、該静電潜像を請求項１か
ら１２のいずれかに記載のトナーを用いて現像し可視像を形成する現像工程と、該可視像
を記録媒体に転写する転写工程と、該記録媒体に転写された転写像を定着させる定着工程
とを少なくとも含むことを特徴とする画像形成方法。
【請求項１５】
　静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成手段と、該
静電潜像を請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを用いて現像し可視像を形成する
現像手段と、該可視像を記録媒体に転写する転写手段と、該記録媒体に転写された転写像
を定着させる定着手段とを少なくとも有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１６】
　静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に形成した静電潜像を請求項１から１２のいず
れかに記載のトナーを用いて現像し可視像とする現像手段とを少なくとも有することを特
徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項１７】
　請求項１から１２のいずれかに記載のトナーが充填されていることを特徴とするトナー
入り容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真法による静電荷像を現像するためのトナー、該トナーを用いた現像
剤、画像形成方法、画像形成装置、プロセスカートリッジ、及びトナー入り容器に関する
。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真法による画像形成は、一般には、光導電性物質を用いて作製された感光体に種
々の手段により電気的潜像を形成する。次に、潜像を現像剤を用いて現像した後、該現像
剤による像を必要に応じて紙等に転写し、次いで、加熱、加圧、又は溶剤蒸気等により定
着して行われる。
【０００３】
　電気的潜像を現像する方式には、大別して、絶縁性有機液体中に各種の顔料や染料を微
細に分散させた液体現像剤を用いる液体現像方式と、カスケード法、磁気ブラシ法、パウ
ダークラウド法などのように天然、又は合成樹脂にカーボンブラックなどの着色剤を分散
して作製される乾式現像剤（以下、「トナー」と称することもある）を用いる乾式現像方
式があり、近年においては、乾式現像方式が広く使用されている。
【０００４】
　前記乾式現像方式で用いられている定着方式としては、そのエネルギー効率の良さから
、加熱ヒートローラ方式が広く一般に用いられている。また、近年は、トナーの低温定着
化による省エネルギー化を図るため、定着時にトナーに与えられる熱エネルギーは小さく
なる傾向にある。１９９９年度の国際エネルギー機関（ＩＥＡ）のＤＳＭ（ｄｅｍａｎｄ
－ｓｉｄｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）プログラム中には、次世代複写機の技術調達プロジ
ェクトが存在し、その要求仕様が公表されている。３０ｃｐｍ以上の複写機については、
前記待機時間が１０秒以内、待機時の消費電力が１０～３０ワット以下（複写速度で異な
る）とするよう、従来の複写機に比べて飛躍的な省エネ化の達成が要求されている。この
要求を達成するための方法の一つとして、加熱ヒートローラ等の定着部材を低熱容量化さ
せて、トナーの温度応答性を向上させる方法が考えられるが、十分満足できるものではな
い。
【０００５】
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　前記要求を達成し待機時間を極小にするためには、トナー自体の定着温度を下げ、使用
可能時のトナー定着温度を低下させることが必須の技術的達成事項であると考えられる。
こうした低温定着化に対応すべく、従来多用されてきたスチレン－アクリル系樹脂に変え
て、低温定着性に優れ、耐熱保存性も比較的良好なポリエステル樹脂の使用が試みられて
いる（特許文献１、特許文献２、特許文献３、特許文献４、特許文献５、及び特許文献６
等参照）。また、低温定着性改善を目的としてバインダー中に特定の非オレフィン系結晶
性重合体を添加する試み（特許文献７参照）、結晶性ポリエステルを用いる試み（特許文
献８参照）、等があるが、ポリエステル樹脂の分子構造、分子量について最適化されてい
るとはいえない。
【０００６】
　また、これら従来公知の技術を適用してもＤＳＭプログラムの仕様を達成することは不
可能であり、従来の技術領域より更に進んだ低温定着技術の確立が必要である。
　そこで、更なる低温定着化のため、樹脂そのものの熱特性を制御することが必要となる
が、ガラス転移温度（Ｔｇ）を下げすぎると耐熱保存性の悪化を招き、分子量を小さくし
て樹脂のＴ１／２温度を下げすぎるとホットオフセット発生温度を低下させる等の問題が
ある。このため、樹脂そのものの熱特性を制御することにより低温定着性に優れ、かつ、
ホットオフセット発生温度の高いトナーを得るには至っていない。
【０００７】
　次に、静電荷像の現像に使用されるトナーの製造方法には、大別して粉砕法と重合法と
がある。前記粉砕法では、熱可塑性樹脂中に、着色剤、帯電制御剤、オフセット防止剤等
を溶融混合して均一に分散させ、得られた組成物を粉砕、分級することによりトナーを製
造している。この粉砕法によれば、ある程度優れた特性を有するトナーを製造することが
できるが、材料の選択に制限がある。すなわち、溶融混合により得られる組成物は、経済
的に使用可能な装置により粉砕し、分級できるものでなければならない。この要請から、
溶融混合した組成物は、充分に脆くせざるを得ない。このため、実際に上記組成物を粉砕
して粒子にする際に、高範囲の粒径分布が形成され易く、良好な解像度と階調性のある複
写画像を得ようとすると、例えば、トナー重量平均粒径を小さくせざるを得ず、粒径４μ
ｍ以下の微粉と１５μｍ以上の粗粉を分級により除去しなければならず、トナー収率が非
常に低くなるという欠点がある。また、前記粉砕法では、着色剤や帯電制御剤などを熱可
塑性樹脂中に均一に分散することが困難であり、その結果、トナーの流動性、現像性、耐
久性、画像品質などに悪影響を及ぼすという欠点がある。
【０００８】
　近年、これらの粉砕法における問題点を克服するため、重合法によるトナーの製造方法
が提案され、実施されている。例えば、懸濁重合法や乳化重合凝集法によってトナー粒子
を得ることが行われている（特許文献９参照）。
　しかし、これらの製造方法では、低温定着性に優位なポリエステル樹脂をトナーにする
ことは困難であった。
　この点を解決するため、例えば、ポリエステル樹脂からなるトナーを水中にて溶剤を用
いて球形化したトナー（特許文献１０参照）、イソシアネート反応を利用したトナー（特
許文献１１参照）等が提案されている。しかし、いずれの提案においても低温定着性とト
ナー生産性を満足できるものではなかった。
【０００９】
　更に、水系媒体中で造粒するトナーにより低温定着性を解決するものとして、特許文献
１２、特許文献１３などが以下のように提案されているが、いずれもまだ検討すべき余地
がある。
【００１０】
（特許文献１２）
　活性水素基を有する化合物（Ａ）、活性水素基と反応可能な部位を有する重合体（Ｂ）
、着色剤、離型剤を含むトナー用組成物を有機溶媒中に溶解又は分散させて得た有機溶媒
液を、水系媒体中で液滴状に分散させ、（Ａ）と（Ｂ）を反応させた後、もしくは反応さ



(5) JP 2010-44161 A 2010.2.25

10

20

30

40

50

せながら、該有機溶媒を除去し、洗浄、乾燥したトナーで、（Ｂ）の重量平均分子量が５
～２０万、最大ピークを示す分子量が２～４万である。
【００１１】
（特許文献１３）
　樹脂（Ｋ）と有機溶剤とを含有する油性混合液（Ｉ）と、水系媒体（ＩＩ）との水性分
散液から溶剤が除去されて得られる樹脂粒子であって、（Ｋ）が、ポリオール成分とポリ
カルボン酸成分が重縮合されたポリエステル樹脂（Ｋ１）で、（Ｋ１）のテトラヒドロフ
ラン可溶分の数平均分子量が１０００～９５００、ポリオール成分が８５～１００モル％
の炭素数２～６の脂肪族ジオールもしくは７０～１００モル％の１，２－プロピレングリ
コールからなる樹脂粒子。
【００１２】
【特許文献１】特開昭６０－９０３４４号公報
【特許文献２】特開昭６４－１５７５５号公報
【特許文献３】特開平２－８２２６７号公報
【特許文献４】特開平３－２２９２６４号公報
【特許文献５】特開平３－４１４７０号公報
【特許文献６】特開平１１－３０５４８６号公報
【特許文献７】特開昭６２－６３９４０号公報
【特許文献８】特許第２９３１８９９号公報
【特許文献９】特許第２５３７５０３号公報
【特許文献１０】特開平９－３４１６７号公報
【特許文献１１】特開平１１－１４９１８０号公報
【特許文献１２】特開２００７－２６４６１９号公報
【特許文献１３】特開２００７－２３８９５４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　本発明は、上記従来における問題点に鑑みてなされたもので、優れた低温定着性と耐オ
フセット性能を両立することができ、かつまた、良好な高精細画像を形成することができ
るトナー、並びに該トナーを用いた現像剤、画像形成方法、画像形成装置、プロセスカー
トリッジ及びトナー入り容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記の課題を解決するために、請求項１に記載の発明は、有機溶剤に、少なくとも活性
水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分と、該有機
溶剤に可溶なポリエステル成分とを溶解ないし分散させてトナー溶液を調製した後、該ト
ナー溶液を水系媒体中で乳化ないし分散させて分散液を調製し、該水系媒体中で、該活性
水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分とが反応し
て生成する該有機溶剤に不溶なポリエステル成分を含むトナーであって、
　前記活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分は、酸成分と、脂肪族ジオー
ル及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合物と、芳香族ジオー
ル化合物とを触媒の存在下で縮合重合させてなる重量平均分子量が１００００～１０００
００のポリエステル樹脂からなることを特徴とする。
【００１５】
　請求項２に記載の発明は、請求項１に記載のトナーにおいて、前記有機溶剤に不溶なポ
リエステル成分が、伸長反応による分子量が増加したゲル成分を含むことを特徴とする。
【００１６】
　請求項３に記載の発明は、請求項１又は２に記載のトナーにおいて、前記活性水素基含
有化合物と反応可能なポリエステル成分がイソシアネート基を含有することを特徴とする
。
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【００１７】
　請求項４に記載の発明は、請求項３に記載のトナーにおいて、前記活性水素基含有化合
物と反応可能なポリエステル成分における遊離イソシアネート基の含有量が、１．５質量
％以下であることを特徴とする。
【００１８】
　請求項５に記載の発明は、請求項１から４のいずれかに記載のトナーにおいて、前記有
機溶剤が酢酸エチルであり、前記有機溶剤に可溶なポリエステル成分が酢酸エチル可溶ポ
リエステル成分であり、前記有機溶剤に不溶なポリエステル成分が酢酸エチル不溶ポリエ
ステル成分であることを特徴とする。
【００１９】
　請求項６に記載の発明は、請求項１から５のいずれかに記載のトナーにおいて、前記脂
肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合物が、１
，４－ブタンジオール、プロピレングリコール、エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、ネオペンチルグリコール及び１，６－ヘキサンジオールのいずれかであることを特
徴とする。
【００２０】
　請求項７に記載の発明は、請求項１から６のいずれかに記載のトナーにおいて、前記芳
香族ジオール化合物がビスフェノールＡのエチレンオキサイド２ｍｏｌ付加物、又はプロ
ピレンオキサイド２ｍｏｌ付加物であることを特徴とする。
【００２１】
　請求項８に記載の発明は、請求項１から７のいずれかに記載のトナーにおいて、前記脂
肪族ジオール及び前記脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合物と
前記芳香族ジオール化合物のｍｏｌ比率が９．５／０．５～６／４であることを特徴とす
る。
【００２２】
　請求項９に記載の発明は、請求項１から８のいずれかに記載のトナーにおいて、前記酸
成分が、テレフタル酸、又はイソフタル酸であることを特徴とする。
【００２３】
　請求項１０に記載の発明は、請求項１から９のいずれかに記載のトナーにおいて、前記
触媒が、Ｔｉ系触媒であることを特徴とする。
【００２４】
　請求項１１に記載の発明は、請求項１から１０のいずれかに記載のトナーにおいて、前
記トナーの体積平均粒径（Ｄｖ）が、３～８μｍであることを特徴とする。
【００２５】
　請求項１２に記載の発明は、請求項１から１１のいずれかに記載のトナーにおいて、前
記トナーの体積平均粒径（Ｄｖ）/個数平均粒径（Ｄｎ）が、１．２５以下であることを
特徴とする。
【００２６】
　請求項１３に記載の発明は、請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを含む現像剤
であることを特徴とする。
【００２７】
　請求項１４に記載の発明は、静電潜像担持体上に静電潜像を形成する静電潜像形成工程
と、該静電潜像を請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを用いて現像し可視像を形
成する現像工程と、該可視像を記録媒体に転写する転写工程と、該記録媒体に転写された
転写像を定着させる定着工程とを少なくとも含む画像形成方法であることを特徴とする。
【００２８】
　請求項１５に記載の発明は、静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に静電潜像を形成
する静電潜像形成手段と、該静電潜像を請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを用
いて現像し可視像を形成する現像手段と、該可視像を記録媒体に転写する転写手段と、該
記録媒体に転写された転写像を定着させる定着手段とを少なくとも有する画像形成装置で
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あることを特徴とする。
【００２９】
　請求項１６に記載の発明は、静電潜像担持体と、該静電潜像担持体上に形成した静電潜
像を請求項１から１２のいずれかに記載のトナーを用いて現像し可視像とする現像手段と
を少なくとも有するプロセスカートリッジであることを特徴とする。
【００３０】
　請求項１７に記載の発明は、請求項１から１２のいずれかに記載のトナーが充填されて
いるトナー入り容器であることを特徴とする。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、優れた低温定着性と耐オフセット性能を両立することができ、しかも
良好な高精細画像を形成することができるトナーを得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３２】
　以下、本発明を詳細に説明する。
（トナー）
　本発明は、有機溶剤に、少なくとも活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物
と反応可能なポリエステル成分と、該有機溶剤に可溶なポリエステル成分とを溶解ないし
分散させてトナー溶液を調製した後、該トナー溶液を水系媒体中で乳化ないし分散させて
分散液を調製し、該水系媒体中で、該活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物
と反応可能なポリエステル成分とが反応して生成する該有機溶剤に不溶なポリエステル成
分を含むトナーであって、
　前記活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分が、酸成分と、脂肪族ジオー
ル及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合物と、芳香族ジオー
ル化合物とを触媒の存在下で縮合重合させてなる重量平均分子量が１００００～１０００
００のポリエステル樹脂からなることによって、優れた低温定着性と耐オフセット性能を
両立することができ、しかも高精細な画像を形成することができるトナーを得たものであ
る。
【００３３】
　ここで、前記有機溶剤に可溶なポリエステル成分及び前記有機溶剤に不溶なポリエステ
ル成分における、有機溶剤に可溶又は不溶とは、有機溶剤３０重量部、ポリエステル成分
７０重量部を攪拌溶解した後、目視にて不溶成分の有無により判断される。
　なお後記のように、本発明では有機溶剤として酢酸エチルが好ましく用いられることか
ら、この場合には、前記“有機溶剤に可溶なポリエステル成分”は「酢酸エチル可溶ポリ
エステル成分」であり、前記“有機溶剤に不溶なポリエステル成分”は「酢酸エチル不溶
ポリエステル成分」である。以降は、主として、有機溶剤として酢酸エチルを用いること
を前提にして説明を進めることにする。
【００３４】
　本発明において、活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分は、上述のよう
に、酸成分と、脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオ
ール化合物と、芳香族ジオール化合物とを触媒の存在下で縮合重合させてなる重量平均分
子量が１００００～１０００００のポリエステル樹脂からなる。
【００３５】
　上記脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合
物としては、例えば、１，４－ブタンジオール、プロピレングリコール、エチレングリコ
ール、ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール及び１，６－ヘキサンジオール等
が挙げられ、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００３６】
　また、上記芳香族ジオール化合物としては、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド２
ｍｏｌ付加物及びプロピレンオキサイド２ｍｏｌ付加物から選択される少なくとも１種で
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あり、１種単独で使用してもよいし、２種を併用してもよい。
【００３７】
　上記脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化合
物と上記芳香族ジオール化合物のｍｏｌ比率は９．５／０．５～６／４である。
【００３８】
　上記酸成分としては、テレフタル酸及びイソフタル酸のいずれかが好適である。
【００３９】
　また、上記触媒としては、Ｔｉ系触媒が好ましく、例えば、チタンテトラブトキシド、
などが挙げられる。
【００４０】
　そして、生成するポリエステル樹脂（以後、前駆ポリエステル樹脂という）の重量平均
分子量は１００００～１０００００が好ましく、１５０００～５００００がより好ましい
。重量平均分子量が１００００未満であると、低温定着性が発現しなくなり、１００００
０を超えると、粒子製造が困難となることがある。
【００４１】
　分子量の測定にはゲルパーミエーションクロマトグラフィ（ＧＰＣ）を用いる。ＧＰＣ
による分子量分布の測定は、例えば以下の様に行うことができる。
　即ち、まず、４０℃のヒートチャンバー中でカラムを安定させる。この温度でカラム溶
媒としてテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を毎分１ｍｌの流速で流し、試料濃度を０．０５
～０．６質量％に調整した樹脂のテトラヒドロフラン試料溶液を５０～２００μｌ注入し
て測定する。前記試料における分子量の測定に当たっては、試料の有する分子量分布を数
種の単分散ポリスチレン標準試料により作成された検量線の対数値とカウント数との関係
から算出する。前記検量線作成用の標準ポリスチレン試料としては、Ｐｒｅｓｓｕｒｅ 
Ｃｈｅｍｉｃａｌ Ｃｏ．又は東洋ソーダ工業株式会社製の分子量が６×１０２、２．１
×１０２、４×１０２、１．７５×１０４、１．１×１０５、３．９×１０５、８．６×
１０５、２×１０６、及び４．４８×１０６のものを用い、少なくとも１０点程度の標準
ポリスチレン試料を用いる事が好ましい。なお、前記検出器としてはＲＩ（屈折率）検出
器を用いることができる。
【００４２】
　上記前駆ポリエステル樹脂のガラス転移温度としては、３０～６０℃が好ましく、４０
～５０℃がより好ましい。また、該前駆ポリエステル樹脂の水酸基価としては、１０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以上が好ましく、２０～４０ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましい。また、該前駆ポ
リエステル樹脂の酸価としては、０～１０ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、０～５ｍｇＫＯＨ
／ｇがより好ましい。
　ここで、前記酸価は、ＪＩＳ　Ｋ００７０に規定の方法、また、前記水酸基価は、ＪＩ
Ｓ　Ｋ００７０に規定の方法により測定することができる。
【００４３】
　前記前駆ポリエステル樹脂は、例えば、冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応
容器中に、ジオール化合物、酸成分、及びチタン系触媒を入れ、常圧下、２３０℃にて８
時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で５時間反応させることにより得られ
る。得られた前駆ポリエステル樹脂は、イソシアネート基含有化合物と反応させることに
より、酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステルとなる。
　酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステルにおけるイソシアネート基含有量
は、１．５質量％以下が好ましく、０．８～１．５質量％がより好ましい。前記遊離イソ
シアネート基含有量が１．５質量％を超えると、ポリエステル樹脂とイソシアネート基の
反応が不十分であるため、酢酸エチル不溶ポリエステル成分が形成されないことがある。
【００４４】
　ここで、前記遊離イソシアネート基含有量（ＮＣＯ％）は、例えば、ＪＩＳ　Ｋ１６０
３に準拠した方法により測定することができる。
【００４５】
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　前記酢酸エチル不溶ポリエステル成分は、伸長反応による分子量が増加したゲル成分を
含むことがホットオフセット性の点で好ましい。
　前記ゲル成分は、ソックスレー抽出残分より算出した。詳細を以下に示す。
ａ）正確な重量を測定したソックスレー抽出用円筒濾紙内にトナー０．５ｇを精秤する。
ｂ）平底フラスコ（３００ｍｌ）に酢酸エチル２００ｇを入れる。
ｃ）ソックスレー抽出管内に（ａ）の円筒濾紙を装着する。
ｄ）平底フラスコ-ソックスレー抽出管-冷却管を接続しマントルヒーターで平底フラスコ
を加熱する。
ｅ）フラスコ内の酢酸テチルが沸騰開始から７時間抽出操作を行う。
ｆ）抽出後の円筒濾紙を酢酸エチルで充分洗浄した後、恒量を得るまで乾燥させる。
ｇ）（ａ）で測定したサンプル重量、円筒濾紙重量及び（ｆ）で測定した重量より、ゲル
分量を算出する。
【００４６】
　前記酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステル成分としては、イソシアネー
ト基含有ポリエステルプレポリマーが特に好適なものとして挙げられる。
【００４７】
　イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマーに用いられるポリイソシアネート（Ｐ
ＩＣ）としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、
脂肪族ポリイソシアネート、脂環式ポリイソシアネート、芳香族ジイソシアネート、芳香
脂肪族ジイソシアネート、イソシアヌレート類、これらのフェノール誘導体、オキシム、
カプロラクタム等でブロックしたもの、などが挙げられる。前記脂肪族ポリイソシアネー
トとしては、例えば、テトラメチレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネー
ト、２，６－ジイソシアナトメチルカプロエート、オクタメチレンジイソシアネート、デ
カメチレンジイソシアネート、ドデカメチレンジイソシアネート、テトラデカメチレンジ
イソシアネート、トリメチルヘキサンジイソシアネート、テトラメチルヘキサンジイソシ
アネート等が挙げられる。前記脂環式ポリイソシアネートとしては、例えば、イソホロン
ジイソシアネート、シクロヘキシルメタンジイソシアネート等が挙げられる。前記芳香族
ジイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイ
ソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート、ジフェニレン－４，４’－ジイソ
シアネート、４，４’－ジイソシアナト－３，３’－ジメチルジフェニル、３－メチルジ
フェニルメタン－４，４’－ジイソシアネート、ジフェニルエーテル－４，４’－ジイソ
シアネート等が挙げられる。前記芳香脂肪族ジイソシアネートとしては、例えば、α，α
，α’，α’－テトラメチルキシリレンジイソシアネート等が挙げられる。前記イソシア
ヌレート類としては、例えば、トリス－イソシアナトアルキル－イソシアヌレート、トリ
イソシアナトシクロアルキル－イソシアヌレート等が挙げられる。これらは、１種単独で
も使用することができ、２種以上を併用してもよい。
【００４８】
　前記ポリイソシアネート（ＰＩＣ）と、前記前駆ポリエステル成分とを反応させる際の
混合比率としては、該ポリイソシアネート（ＰＩＣ）におけるイソシアネート基［ＮＣＯ
］と、該前駆ポリエステル成分における水酸基［ＯＨ］との混合当量比（［ＮＣＯ］／［
ＯＨ］）が、通常、５／１～２／１であるのが好ましく、４／１～２．５／１であるのが
より好ましく、３／１～２．１／１であるのが特に好ましい。前記イソシアネート基［Ｎ
ＣＯ］が、５を超えると、耐オフセット性が悪化することがあり、２未満であると、低温
定着性が悪化することがある。
【００４９】
　次に、トナー材料としては、前記ポリエステル成分の他に、活性水素基含有化合物、酢
酸エチル可溶ポリエステル成分、離型剤、着色剤、更に必要に応じて、樹脂微粒子、帯電
制御剤などのその他の成分を含む。
【００５０】
－活性水素基含有化合物－
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　前記活性水素基含有化合物は、前記水系媒体中で、前記活性水素基含有化合物と反応可
能なポリエステル成分との反応により酢酸エチル不溶ポリエステル成分生成のための伸長
剤、架橋剤等として作用する。
　前記活性水素基含有化合物としては、活性水素基を有していれば特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができ、例えば、前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸
エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステルが前記イソシアネート基含有ポリエステ
ルプレポリマーからなる場合には、該イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマーと
伸長反応、架橋反応等の反応により高分子量化可能な点で、アミン類が好適である。
【００５１】
　前記アミン類としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
例えば、ジアミン、３価以上のポリアミン、アミノアルコール等、が挙げられる。これら
は、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、ジアミ
ン、ジアミンと少量の３価以上のポリアミンとの混合物が特に好ましい。
【００５２】
　前記ジアミンとしては、例えば、芳香族ジアミン、脂環式ジアミン、脂肪族ジアミン、
等が挙げられる。該芳香族ジアミンとしては、例えば、フェニレンジアミン、ジエチルト
ルエンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン等が挙げられる。該脂環式ジアミ
ンとしては、例えば、４，４’－ジアミノ－３，３’－ジメチルジシクロヘキシルメタン
、ジアミンシクロヘキサン、イソホロンジアミン等が挙げられる。該脂肪族ジアミンとし
ては、例えば、エチレンジアミン、テトラメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン等
が挙げられる。前記３価以上のポリアミンとしては、例えば、ジエチレントリアミンン、
トリエチレンテトラミン、等が挙げられる。前記アミノアルコールとしては、例えば、エ
タノールアミン、ヒドロキシエチルアニリン、等が挙げられる。
【００５３】
　前記アミン類と、前記イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマーとの混合比率と
しては、前記イソシアネート基含有プレポリマー中のイソシアネート基［ＮＣＯ］と、前
記アミン類（Ｂ）中のアミノ基［ＮＨｘ］の混合当量比（［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］）が、
１／３～３／１であるのが好ましく、１／２～２／１であるのがより好ましく、１／１．
５～１．５／１であるのが特に好ましい。前記混合当量比（［ＮＣＯ］／［ＮＨｘ］）が
、１／３未満であると、低温定着性が低下することがあり、３／１を超えると、前記ウレ
ア変性ポリエステル樹脂の分子量が低くなり、耐ホットオフセット性が悪化することがあ
る。
【００５４】
－酢酸エチル可溶ポリエステル成分－
　前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選
択することができ、ポリオール（ＰＯ）とポリカルボン酸（ＰＣ）との重縮合物、等が挙
げられる。該酢酸エチル可溶ポリエステル成分は、その一部が前記酢酸エチル不溶ポリエ
ステル成分と相溶していること、即ち、互いに相溶可能な類似の構造であるのが、低温定
着性、耐ホットオフセット性の点で好ましい。
【００５５】
　前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分の重量平均分子量（Ｍｗ）としては、テトラヒド
ロフラン（ＴＨＦ）可溶分のＧＰＣ（ゲルパーミエーションクロマトグラフィ）による分
子量分布で、１０００～３００００が好ましく、１５００～１５０００がより好ましい。
前記重量平均分子量（Ｍｗ）が、１０００未満であると、耐熱保存性が悪化する。一方、
前記重量平均分子量（Ｍｗ）が３００００を超えると、低温定着性が悪化することがある
。
【００５６】
　前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分のガラス転移温度としては、通常３０～７０℃で
あり、３５～７０℃がより好ましく、３５～５０℃が更に好ましい。前記ガラス転移温度
が、３０℃未満であると、トナーの耐熱保存性が悪化することがあり、７０℃を超えると
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、低温定着性が不十分となることがある。
　前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分の水酸基価としては、５ｍｇＫＯＨ／ｇが以上が
好ましく、１０～１２０ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、２０～８０ｍｇＫＯＨ／ｇが更
に好ましい。前記水酸基価が、５ｍｇＫＯＨ／ｇ未満であると、耐熱保存性と低温定着性
とが両立し難くなることがある。
　前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分の酸価としては、１．０～５０．０ｍｇＫＯＨ／
ｇが好ましく、１．０～４５．０ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましく、１５．０～４５．０ｍ
ｇＫＯＨ／ｇが更に好ましい。一般に前記トナーに酸価をもたせることによって負帯電性
となり易くなる。前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分を前記トナーに含有させる場合、
前記酢酸エチル不溶ポリエステル成分と該酢酸エチル可溶ポリエステル成分との混合質量
比としては、５／９５～７５／２５が好ましく、１０／９０～２５／７５がより好ましい
。前記酢酸エチル可溶ポリエステル成分の混合質量比が９５を超えると、耐ホットオフセ
ット性が悪化し、耐熱保存性と低温定着性とが両立し難くなることがあり、２５未満であ
ると、光沢性が悪化することがある。
【００５７】
－その他の成分－
　前記その他の成分としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例
えば、着色剤、離型剤、帯電制御剤、無機微粒子、流動性向上剤、クリーニング性向上剤
、磁性材料、金属石鹸、等が挙げられる。
【００５８】
　前記着色剤としては、特に制限はなく、公知の染料及び顔料の中から目的に応じて適宜
選択することができ、例えば、カーボンブラック、ニグロシン染料、鉄黒、ナフトールイ
エローＳ、ハンザイエロー（１０Ｇ、５Ｇ、Ｇ）、カドミュウムイエロー、黄色酸化鉄、
黄土、黄鉛、チタン黄、ポリアゾイエロー、オイルイエロー、ハンザイエロー（ＧＲ、Ａ
、ＲＮ、Ｒ）、ピグメントイエローＬ、ベンジジンイエロー（Ｇ、ＧＲ）、パーマネント
イエロー（ＮＣＧ）、バルカンファストイエロー（５Ｇ、Ｒ）、タートラジンレーキ、キ
ノリンイエローレーキ、アンスラザンイエローＢＧＬ、イソインドリノンイエロー、ベン
ガラ、鉛丹、鉛朱、カドミュウムレッド、カドミュウムマーキュリレッド、アンチモン朱
、パーマネントレッド４Ｒ、パラレッド、ファイセーレッド、パラクロルオルトニトロア
ニリンレッド、リソールファストスカーレットＧ、ブリリアントファストスカーレット、
ブリリアントカーンミンＢＳ、パーマネントレッド（Ｆ２Ｒ、Ｆ４Ｒ、ＦＲＬ、ＦＲＬＬ
、Ｆ４ＲＨ）、ファストスカーレットＶＤ、ベルカンファストルビンＢ、ブリリアントス
カーレットＧ、リソールルビンＧＸ、パーマネントレッドＦ５Ｒ、ブリリアントカーミン
６Ｂ、ポグメントスカーレット３Ｂ、ボルドー５Ｂ、トルイジンマルーン、パーマネント
ボルドーＦ２Ｋ、ヘリオボルドーＢＬ、ボルドー１０Ｂ、ボンマルーンライト、ボンマル
ーンメジアム、エオシンレーキ、ローダミンレーキＢ、ローダミンレーキＹ、アリザリン
レーキ、チオインジゴレッドＢ、チオインジゴマルーン、オイルレッド、キナクリドンレ
ッド、ピラゾロンレッド、ポリアゾレッド、クロームバーミリオン、ベンジジンオレンジ
、ペリノンオレンジ、オイルオレンジ、コバルトブルー、セルリアンブルー、アルカリブ
ルーレーキ、ピーコックブルーレーキ、ビクトリアブルーレーキ、無金属フタロシアニン
ブルー、フタロシアニンブルー、ファストスカイブルー、インダンスレンブルー（ＲＳ、
ＢＣ）、インジゴ、群青、紺青、アントラキノンブルー、ファストバイオレットＢ、メチ
ルバイオレットレーキ、コバルト紫、マンガン紫、ジオキサンバイオレット、アントラキ
ノンバイオレット、クロムグリーン、ジンクグリーン、酸化クロム、ピリジアン、エメラ
ルドグリーン、ピグメントグリーンＢ、ナフトールグリーンＢ、グリーンゴールド、アシ
ッドグリーンレーキ、マラカイトグリーンレーキ、フタロシアニングリーン、アントラキ
ノングリーン、酸化チタン、亜鉛華、リトボン、等が挙げられる。これらは、１種単独で
使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００５９】
　前記着色剤の前記トナーにおける含有量は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択す
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ることができるが、１～１５質量％が好ましく、３～１０質量％がより好ましい。
【００６０】
　前記含有量が、１質量％未満であると、トナーの着色力の低下が見られ、１５質量％を
超えると、トナー中での顔料の分散不良が起こり、着色力の低下、及びトナーの電気特性
の低下を招くことがある。
【００６１】
　前記着色剤は、樹脂と複合化されたマスターバッチとして使用してもよい。該樹脂とし
ては、特に制限はなく、目的に応じて公知のものの中から適宜選択することができ、例え
ば、スチレン又はその置換体の重合体、スチレン系共重合体、ポリメチルメタクリレート
、ポリブチルメタクリレート、ポリ塩化ビニル、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、ポリエステル、エポキシ樹脂、エポキシポリオール樹脂、ポリウレタン、ポリ
アミド、ポリビニルブチラール、ポリアクリル酸樹脂、ロジン、変性ロジン、テルペン樹
脂、脂肪族炭化水素樹脂、脂環族炭化水素樹脂、芳香族系石油樹脂、塩素化パラフィン、
パラフィン、等が挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用
してもよい。
【００６２】
　前記スチレン又はその置換体の重合体としては、例えば、ポリエステル樹脂、ポリスチ
レン、ポリｐ－クロロスチレン、ポリビニルトルエン、等が挙げられる。前記スチレン系
共重合体としては、例えば、スチレン－ｐ－クロロスチレン共重合体、スチレン－プロピ
レン共重合体、スチレン－ビニルトルエン共重合体、スチレン－ビニルナフタリン共重合
体、スチレン－アクリル酸メチル共重合体、スチレン－アクリル酸エチル共重合体、スチ
レン－アクリル酸ブチル共重合体、スチレン－アクリル酸オクチル共重合体、スチレン－
メタクリル酸メチル共重合体、スチレン－メタクリル酸エチル共重合体、スチレン－メタ
クリル酸ブチル共重合体、スチレン－α－クロルメタクリル酸メチル共重合体、スチレン
－アクリロニトリル共重合体、スチレン－ビニルメチルケトン共重合体、スチレン－ブタ
ジエン共重合体、スチレン－イソプレン共重合体、スチレン－アクリロニトリル－インデ
ン共重合体、スチレン－マレイン酸共重合体、スチレン－マレイン酸エステル共重合体、
等が挙げられる。
【００６３】
　前記マスターバッチは、前記マスターバッチ用樹脂と、前記着色剤とを高せん断力をか
けて混合又は混練させて製造することができる。この際、着色剤と樹脂の相互作用を高め
るために、有機溶剤を添加することが好ましい。また、いわゆるフラッシング法も着色剤
のウエットケーキをそのまま用いることができ、乾燥する必要がない点で好適である。こ
のフラッシング法は、着色剤の水を含んだ水性ペーストを樹脂と有機溶剤とともに混合又
は混練し、着色剤を樹脂側に移行させて水分及び有機溶剤成分を除去する方法である。前
記混合又は混練には、例えば、三本ロールミル等の高せん断分散装置が好適に用いられる
。
【００６４】
　前記離型剤としては、特に制限はなく、目的に応じて公知のものの中から適宜選択する
ことができ、例えば、ワックス類、等が好適に挙げられる。前記ワックス類としては、例
えば、カルボニル基含有ワックス、ポリオレフィンワックス、長鎖炭化水素、等が挙げら
れる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中
でも、カルボニル基含有ワックスが好ましい。前記カルボニル基含有ワックスとしては、
例えば、ポリアルカン酸エステル、ポリアルカノールエステル、ポリアルカン酸アミド、
ポリアルキルアミド、ジアルキルケトン、等が挙げられる。前記ポリアルカン酸エステル
としては、例えば、カルナバワックス、モンタンワックス、トリメチロールプロパントリ
ベヘネート、ペンタエリスリトールテトラベヘネート、ペンタエリスリトールジアセテー
トジベヘネート、グリセリントリベヘネート、１,１８-オクタデカンジオールジステアレ
ート等が挙げられる。前記ポリアルカノールエステルとしては、例えばトリメリット酸ト
リステアリル、ジステアリルマレエート等が挙げられる。前記ポリアルカン酸アミドとし
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ては、例えば、ジベヘニルアミド等が挙げられる。前記ポリアルキルアミドとしては、例
えば、トリメリット酸トリステアリルアミド等が挙げられる。前記ジアルキルケトンとし
ては、例えば、ジステアリルケトン等が挙げられる。これらカルボニル基含有ワックスの
中でも、ポリアルカン酸エステルが特に好ましい。前記ポリオレフィンワックスとしては
、例えば、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス等が挙げられる。前記長鎖炭
化水素としては、例えば、パラフィンワッックス、サゾールワックス等が挙げられる。
【００６５】
　前記離型剤の融点としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができる
が、４０～１６０℃が好ましく、５０～１２０℃がより好ましく、６０～９０℃が特に好
ましい。前記融点が、４０℃未満であると、ワックスが耐熱保存性に悪影響を与えること
があり、１６０℃を超えると低温での定着時にコールドオフセットを起こし易いことがあ
る。前記離型剤の溶融粘度としては、該ワックスの融点より２０℃高い温度での測定値と
して、５～１０００ｃｐｓが好ましく、１０～１００ｃｐｓがより好ましい。前記溶融粘
度が、５ｃｐｓ未満であると離型性が低下することがあり、１０００ｃｐｓを超えると、
耐ホットオフセット性、低温定着性への向上効果が得られなくなることがある。
【００６６】
　前記離型剤の前記トナーにおける含有量に特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する
事ができるが、０～４０質量％が好ましく、３～３０質量％がより好ましい。前記含有量
が、４０質量％を超えると、トナー流動性が悪化することがある。
【００６７】
　帯電制御剤としては、特に制限はなく、公知のもの中から目的に応じて適宜選択するこ
とができるが、有色材料を用いると色調が変化することがあるため、無色乃至白色に近い
材料が好ましく、例えば、トリフェニルメタン系染料、モリブデン酸キレート顔料、ロー
ダミン系染料、アルコキシ系アミン、４級アンモニウム塩（フッ素変性４級アンモニウム
塩を含む）、アルキルアミド、燐の単体又はその化合物、タングステンの単体又はその化
合物、フッ素系活性剤、サリチル酸の金属塩、サリチル酸誘導体の金属塩、等が挙げられ
る。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。前記帯電制御
剤は、市販品を使用してもよく、該市販品としては、例えば、第四級アンモニウム塩のボ
ントロンＰ－５１、オキシナフトエ酸系金属錯体のＥ－８２、サリチル酸系金属錯体のＥ
－８４、フェノール系縮合物のＥ－８９（以上、オリエント化学工業社製）、第四級アン
モニウム塩モリブデン錯体のＴＰ－３０２、ＴＰ－４１５（以上、保土谷化学工業社製）
、第四級アンモニウム塩のコピーチャージＰＳＹ　ＶＰ２０３８、トリフェニルメタン誘
導体のコピーブルーＰＲ、第四級アンモニウム塩のコピーチャージ ＮＥＧ ＶＰ２０３６
、コピーチャージ ＮＸ ＶＰ４３４（以上、ヘキスト社製）、ＬＲＡ－９０１、ホウ素錯
体であるＬＲ－１４７（以上、日本カーリット社製）、キナクリドン、アゾ系顔料、その
他スルホン酸基、カルボキシル基、四級アンモニウム塩等の官能基を有する高分子系の化
合物、等が挙げられる。前記帯電制御剤は、前記マスターバッチと共に溶融混練させた後
、溶解乃至分散させてもよく、あるいは前記トナーの各成分と共に前記有機溶剤に直接、
溶解乃至分散させる際に添加してもよく、あるいはトナー粒子製造後にトナー表面に固定
させてもよい。
【００６８】
　前記帯電制御剤の前記トナーにおける含有量としては、前記結着樹脂の種類、添加剤の
有無、分散方法等で異なり一概に規定する事ができないが、例えば、前記結着樹脂１００
質量部に対し、０．１～１０質量部が好ましく、０．２～５質量部がより好ましい。該含
有量が０．１質量部未満であると、帯電制御性が得られない事があり、１０質量部を超え
ると、トナーの帯電性が大きくなりすぎ主帯電制御剤の効果を減退させ、現像ローラとの
静電的吸引力が増大、現像剤の流動性低下や画像濃度の低下を招くことがある。
【００６９】
－樹脂微粒子－
　前記樹脂微粒子としては、水系媒体中で水性分散液を形成しうる樹脂であれば特に制限
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はなく、公知の樹脂の中から目的に応じて適宜選択することができ、熱可塑性樹脂であっ
てもよいし、熱硬化性樹脂でもよく、例えば、ビニル系樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキ
シ樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ケイ素樹脂、フェノール
樹脂、メラミン樹脂、ユリア樹脂、アニリン樹脂、アイオノマー樹脂、ポリカーボネート
樹脂、などが挙げられるが、これらの中でも、ビニル系樹脂が特に好ましい。
　これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも
、微細な球状の樹脂粒子の水性分散液が得られ易い点で、ビニル樹脂、ポリウレタン樹脂
、エポキシ樹脂及びポリエステル樹脂から選択される少なくとも１種で形成されているの
が好ましい。なお、前記ビニル樹脂は、ビニルモノマーを単独重合又は共重合したポリマ
ーであり、例えば、スチレン－（メタ）アクリル酸エステル樹脂、スチレン－ブタジエン
共重合体、（メタ）アクリル酸－アクリル酸エステル重合体、スチレン－アクリロニトリ
ル共重合体、スチレン－無水マレイン酸共重合体、スチレン－（メタ）アクリル酸共重合
体、などが挙げられる。また、前記樹脂微粒子としては、少なくとも２つの不飽和基を有
する単量体を含んでなる共重合体を用いることもできる。
【００７０】
　前記樹脂微粒子は、目的に応じて適宜選択した公知の方法に従って重合させることによ
り得ることができるが、該樹脂微粒子の水性分散液として得るのが好ましい。該樹脂微粒
子の水性分散液の調製方法としては、例えば、（１）前記ビニル樹脂の場合、ビニルモノ
マーを出発原料として、懸濁重合法、乳化重合法、シード重合法及び分散重合法から選択
されるいずれかの重合反応により、直接、樹脂微粒子の水性分散液を製造する方法、（２
）前記ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等の重付加乃至縮合系樹脂の
場合、前駆体（モノマー、オリゴマー等）又はその溶剤溶液を適当な分散剤の存在下、水
性媒体中に分散させた後、加熱、又は硬化剤を添加して硬化させて、樹脂微粒子の水性分
散体を製造する方法、（３）前記ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂、エポキシ樹脂等
の重付加乃至縮合系樹脂の場合、前駆体（モノマー、オリゴマー等）又はその溶剤溶液（
液体であることが好ましい。加熱により液状化してもよい）中に適当な乳化剤を溶解させ
た後、水を加えて転相乳化する方法、（４）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加
、付加縮合、縮合重合等いずれの重合反応様式であってもよい）により調製した樹脂を機
械回転式又はジェット式等の微粉砕機を用いて粉砕し、次いで、分級することによって樹
脂微粒子を得た後、適当な分散剤存在下、水中に分散させる方法、（５）予め重合反応（
付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合反応様式であってもよ
い）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液を霧状に噴霧することにより樹脂微粒
子を得た後、該樹脂微粒子を適当な分散剤存在下、水中に分散させる方法、（６）予め重
合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合反応様式であ
ってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液に貧溶剤を添加するか、又は
予め溶剤に加熱溶解した樹脂溶液を冷却することにより樹脂微粒子を析出させ、次に溶剤
を除去して樹脂粒子を得た後、該樹脂粒子を適当な分散剤存在下、水中に分散させる方法
、（７）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重
合反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液を、適当な分
散剤存在下、水性媒体中に分散させた後、加熱又は減圧等によって溶剤を除去する方法、
（８）予め重合反応（付加重合、開環重合、重付加、付加縮合、縮合重合等いずれの重合
反応様式であってもよい）により調製した樹脂を溶剤に溶解した樹脂溶液中に適当な乳化
剤を溶解させた後、水を加えて転相乳化する方法、などが好適に挙げられる。
【００７１】
　前記トナーとしては、例えば、公知の懸濁重合法、乳化凝集法、乳化分散法、などによ
り製造されるトナーが挙げられるが、活性水素基含有化合物と、該活性水素基含有化合物
と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステル成分とを含むトナー材
料を有機溶剤に溶解させてトナー溶液を調製した後、該トナー溶液を水系媒体中に分散さ
せて分散液を調製し、該水系媒体中で、前記活性水素基含有化合物と、前記活性水素基含
有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステル成分とを反応
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させて接着性基材を粒子状に生成させ、前記有機溶剤を除去して得られるトナーが好適に
挙げられる。
【００７２】
－トナー溶液－
　前記トナー溶液の調製は前記トナー材料を前記有機溶剤に溶解させることにより行う。
【００７３】
－有機溶剤－
　前記有機溶剤としては、前記トナー材料を溶解乃至分散可能な溶媒であれば特に制限は
なく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、除去の容易性の点で沸点が１５０
℃未満の揮発性のものが好ましく、例えば、トルエン、キシレン、ベンゼン、四塩化炭素
、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、１，１，２－トリクロロエタン、トリクロロ
エチレン、クロロホルム、モノクロロベンゼン、ジクロロエチリデン、酢酸メチル、酢酸
エチル、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等が挙げられる。これらの中でも
、トルエン、キシレン、ベンゼン、塩化メチレン、１，２－ジクロロエタン、クロロホル
ム、四塩化炭素、等が好ましく、酢酸エチルが特に好ましい。これらは、１種単独で使用
してもよいし、２種以上を併用してもよい。前記有機溶剤の使用量としては特に制限はな
く、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前記トナー材料１００質量部に対し
、４０～３００質量部が好ましく、６０～１４０質量部がより好ましく、８０～１２０質
量部が更に好ましい。
【００７４】
－分散液－
　前記分散液の調製は、前記トナー溶液を水系媒体中に分散させることにより行う。前記
トナー溶液を前記水系媒体中に分散させると、該水系媒体中に、前記トナー溶液からなる
分散体（油滴）が形成される。
【００７５】
－水系媒体－
　前記水系媒体としては特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択する事ができ、例
えば、水、該水と混和可能な溶剤、これらの混合物、等が挙げられるがこれらの中でも、
水が特に好ましい。前記水と混和可能な溶剤としては、前記水と混和可能であれば特に制
限はなく、例えば、アルコール、ジメチルホルムアミド、テトラヒドロフラン、セルソル
ブ類、低級ケトン類、等が挙げられる。前記アルコールとしては、例えば、メタノール、
イソプロパノール、エチレングリコール等が挙げられる。前記低級ケトン類としては、例
えば、アセトン、メチルエチルケトン等が挙げられる。これらは、１種単独で使用しても
よいし、２種以上を併用してもよい。
【００７６】
　前記トナー溶液は、前記水系媒体中で攪拌しながら分散させるのが好ましい。前記分散
の方法としては特に制限はなく、公知の分散機等を用いて適宜選択することができ、該分
散機としては、例えば、低速せん断式分散機、高速剪断式分散機、摩擦式分散機、高圧ジ
ェット式分散機、超音波分散機、などが挙げられる。これらの中でも、前記分散体（油滴
）の粒径を２～２０μｍに制御することができる点で、高速剪断式分散機が好ましい。前
記高速剪断式分散機を用いた場合、回転数、分散時間、分散温度などの条件については特
に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、前記回転数としては
、１０００～３００００ｒｐｍが好ましく、５０００～２００００ｒｐｍがより好ましく
、前記分散時間としては、バッチ方式の場合は、０．１～５分が好ましく、前記分散温度
としては、加圧下において０～１５０℃が好ましく、４０～９８℃がより好ましい。なお
、前記分散温度は高温である方が一般に分散が容易である。
【００７７】
　前記水系媒体相の調製は、例えば、前記樹脂微粒子を前記水系媒体に分散させることに
より行うことができる。該樹脂微粒子の該水系媒体中の添加量としては、特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、０．５～１０質量％が好ましい。
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【００７８】
　前記トナー溶液の調製は、前記有機溶剤中に、前記活性水素基含有化合物、前記活性水
素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル成分の前駆ポリエステル成分、
前記着色剤、前記離型剤、前記帯電制御剤、前記未変性ポリエステル樹脂等のトナー材料
を、溶解乃至分散させることにより行うことができる。
【００７９】
　なお、前記トナー材料の中で、前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶
ポリエステル成分の前駆ポリエステル成分（プレポリマー）以外の成分は、前記水系媒体
相調製において、前記樹脂微粒子を前記水系媒体に分散させる際に該水系媒体中に添加混
合してもよいし、あるいは、前記トナー溶液を前記水系媒体相に添加する際に、該トナー
溶液と共に前記水系媒体相に添加してもよい。
【００８０】
　前記分散液の調製は、先に調製した前記トナー溶液を、先に調製した前記水系媒体相中
に乳化・分散させることにより行うことができる。そして、該乳化・分散の際、前記活性
水素基含有化合物と前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル
成分の前駆ポリエステルとを伸長反応乃至架橋反応させる。不溶性ポリエステル（例えば
、前記ウレア変性ポリエステル樹脂）は、例えば、前記活性水素基含有化合物と反応可能
な酢酸エチル不溶ポリエステル前駆ポリエステル成分（例えば、前記イソシアネート基含
有ポリエステルプレポリマー）を含む前記トナー溶液を、前記活性水素基含有化合物（例
えば、前記アミン類）と共に、前記水系媒体相中に乳化・分散させ、分散体を形成し、該
水系媒体相中で両者を伸長反応乃至架橋反応させることにより生成させてもよく、前記ト
ナー溶液を、予め前記活性水素基含有化合物を添加した前記水系媒体中に乳化・分散させ
、分散体を形成し、該水系媒体相中で両者を伸長反応乃至架橋反応させることにより生成
させてもよく、あるいは前記トナー溶液を、前記水系媒体中に添加混合させた後で、前記
活性水素基含有化合物を添加し、分散体を形成し、該水系媒体相中で粒子界面から両者を
伸長反応乃至架橋反応させることにより生成させてもよい。なお、前述の場合、生成する
トナー表面に優先的に変性ポリエステル樹脂が生成され、該トナー粒子において濃度勾配
を設けることもできる。
【００８１】
　前記乳化・分散により、前記接着性基材を生成させるための反応条件としては、特に制
限はなく、前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル前駆ポリ
エステル成分と前記活性水素基含有化合物との組合せに応じて適宜選択することができ、
反応時間としては、１０分間～４０時間が好ましく、２時間～２４時間がより好ましく、
反応温度としては、０～１５０℃が好ましく、４０～９８℃がより好ましい。
【００８２】
　前記水系媒体相中において、前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポ
リエステル前駆ポリエステル成分（例えば、前記イソシアネート基含有ポリエステルプレ
ポリマー）を含む前記分散体を安定に形成する方法としては例えば、前記水系媒体相中に
、前記活性水素基含有化合物と反応可能な酢酸エチル不溶ポリエステル前駆ポリエステル
成分（例えば、前記イソシアネート基含有ポリエステルプレポリマー）、前記着色剤、前
記離型剤、前記帯電制御剤、前記未変性ポリエステル樹脂等の前記トナー材料を前記有機
溶剤に溶解乃至分散させて調製した前記トナー溶液を添加し、剪断力により分散させる方
法、等が挙げられる。なお、前記分散の方法の詳細は上述した通りである。
【００８３】
　前記分散液の調製においては必要に応じて、前記分散体（前記トナー溶液からなる油滴
）を安定化させ、所望の形状を得つつ粒度分布をシャープにする観点から、分散剤を用い
ることが好ましい。前記分散剤としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができ、例えば、界面活性剤、難水溶性の無機化合物分散剤、高分子系保護コロイド、等
が挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用してもよい。こ
れらの中でも、界面活性剤が好ましい。
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【００８４】
　前記界面活性剤としては、例えば、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活性剤、非イオ
ン界面活性剤、両性界面活性剤、等が挙げられる。
　前記陰イオン界面活性剤としては、例えば、アルキルベンゼンスルホン酸塩、α－オレ
フィンスルホン酸塩、リン酸エステル等が挙げられ、フルオロアルキル基を有するものが
好適に挙げられる。該フルオロアルキル基を有するアニオン性界面活性剤としては、例え
ば、炭素数２～１０のフルオロアルキルカルボン酸又はその金属塩、パーフルオロオクタ
ンスルホニルグルタミン酸ジナトリウム、３－［オメガ－フルオロアルキル（炭素数６～
１１）オキシ］－１－アルキル（炭素数３～４）スルホン酸ナトリウム、３－［オメガ－
フルオロアルカノイル（炭素数６～８）－Ｎ－エチルアミノ］－１－プロパンスルホン酸
ナトリウム、フルオロアルキル（炭素数１１～２０）カルボン酸又はその金属塩、パーフ
ルオロアルキルカルボン酸（炭素数７～１３）又はその金属塩、パーフルオロアルキル（
炭素数４～１２）スルホン酸又はその金属塩、パーフルオロオクタンスルホン酸ジエタノ
ールアミド、Ｎ－プロピル－Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）パーフルオロオクタンスルホ
ンアミド、パーフルオロアルキル（炭素数６～１０）スルホンアミドプロピルトリメチル
アンモニウム塩、パーフルオロアルキル（炭素数６～１０）－Ｎ－エチルスルホニルグリ
シン塩、モノパーフルオロアルキル（炭素数６～１６）エチルリン酸エステル等が挙げら
れる。該フルオロアルキル基を有する界面活性剤の市販品としては、例えば、サーフロン
Ｓ－１１１、Ｓ－１１２、Ｓ－１１３（以上、旭硝子株式会社製）；フローラドＦＣ－９
３、ＦＣ－９５、ＦＣ－９８、ＦＣ－１２９（以上、住友３Ｍ株式会社製）；ユニダイン
ＤＳ－１０１、ＤＳ－１０２（以上、ダイキン工業株式会社製）；メガファックＦ－１１
０、Ｆ－１２０、Ｆ－１１３、Ｆ－１９１、Ｆ－８１２、Ｆ－８３３（以上、大日本イン
キ化学工業株式会社製）；エクトップＥＦ－１０２、１０３、１０４、１０５、１１２、
１２３Ａ、１２３Ｂ、３０６Ａ、５０１、２０１、２０４（以上、ト－ケムプロダクツ社
製）；フタージェントＦ－１００、Ｆ１５０（以上、ネオス社製）等が挙げられる。
【００８５】
　前記陽イオン界面活性剤としては、例えば、アミン塩型界面活性剤、四級アンモニウム
塩型の陽イオン界面活性剤等が挙げられる。前記アミン塩型界面活性剤としては、例えば
、アルキルアミン塩、アミノアルコール脂肪酸誘導体、ポリアミン脂肪酸誘導体、イミダ
ゾリン等が挙げられる。前記四級アンモニウム塩型の陽イオン界面活性剤としては、例え
ば、アルキルトリメチルアンモニム塩、ジアルキルジメチルアンモニウム塩、アルキルジ
メチルベンジルアンモニウム塩、ピリジニウム塩、アルキルイソキノリニウム塩、塩化ベ
ンゼトニウム等が挙げられる。該陽イオン界面活性剤の中でも、フルオロアルキル基を有
する脂肪族一級、二級又は三級アミン酸、パーフルオロアルキル（炭素数６～１０個）ス
ルホンアミドプロピルトリメチルアンモニウム塩等の脂肪族四級アンモニウム塩、ベンザ
ルコニウム塩、塩化ベンゼトニウム、ピリジニウム塩、イミダゾリニウム塩、などが挙げ
られる。該カチオン界面活性剤の市販品としては、例えば、サーフロンＳ－１２１（旭硝
子株式会社製）；フローラドＦＣ－１３５（住友３Ｍ株式会社製）；ユニダインＤＳ－２
０２（ダイキン工業株式会社製）、メガファックＦ－１５０、Ｆ－８２４（以上、大日本
インキ化学工業株式会社製）；エクトップＥＦ－１３２（ト－ケムプロダクツ社製）；フ
タージェントＦ－３００（ネオス社製）等が挙げられる。
【００８６】
　前記非イオン界面活性剤としては、例えば、脂肪酸アミド誘導体、多価アルコール誘導
体等が挙げられる。
【００８７】
　前記両性界面活性剤としては、例えば、アラニン、ドデシルジ（アミノエチル）グリシ
ン、ジ（オクチルアミノエチル）グリシン、Ｎ－アルキル－Ｎ，Ｎ－ジメチルアンモニウ
ムべタイン等が挙げられる。
【００８８】
　前記難水溶性の無機化合物分散剤としては、例えば、リン酸三カルシウム、炭酸カルシ
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ウム、酸化チタン、コロイダルシリカ、ヒドロキシアパタイト、等が挙げられる。前記高
分子系保護コロイドとしては、例えば、酸類、水酸基を含有する（メタ）アクリル系単量
体、ビニルアルコール又はビニルアルコールとのエーテル類、ビニルアルコールとカルボ
キシル基を含有する化合物のエステル類、アミド化合物又はこれらのメチロール化合物、
クローライド類、窒素原子若しくはその複素環を有するもの等のホモポリマー又は共重合
体、ポリオキシエチレン系、セルロース類、等が挙げられる。前記酸類としては、例えば
、アクリル酸、メタクリル酸、α－シアノアクリル酸、α－シアノメタクリル酸、イタコ
ン酸、クロトン酸、フマール酸、マレイン酸、無水マレイン酸等が挙げられる。前記水酸
基を含有する（メタ）アクリル系単量体としては、例えば、アクリル酸β－ヒドロキシエ
チル、メタクリル酸β－ヒドロキシエチル、アクリル酸β－ヒドロキシプロビル、メタク
リル酸β－ヒドロキシプロピル、アクリル酸γ－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸γ－
ヒドロキシプロピル、アクリル酸３－クロロ２－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸３－
クロロ－２－ヒドロキシプロピル、ジエチレングリコールモノアクリル酸エステル、ジエ
チレングリコールモノメタクリル酸エステル、グリセリンモノアクリル酸エステル、グリ
セリンモノメタクリル酸エステル、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタ
クリルアミド等が挙げられる。前記ビニルアルコール又はビニルアルコールとのエーテル
類としては、例えば、ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテル、ビニルプロピルエ
ーテル等が挙げられる。前記ビニルアルコールとカルボキシル基を含有する化合物のエス
テル類としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル等が挙げられる
。前記アミド化合物又はこれらのメチロール化合物としては、例えば、アクリルアミド、
メタクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド酸、又はこれらのメチロール化合物、など
が挙げられる。前記クローライド類としては、例えば、アクリル酸クローライド、メタク
リル酸クローライド等が挙げられる。前記窒素原子若しくはその複素環を有するもの等ホ
モポリマー又は共重合体としては、例えば、ビニルピリジン、ビニルピロリドン、ビニル
イミダゾール、エチレンイミン等が挙げられる。前記ポリオキシエチレン系としては、例
えば、ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、ポリオキシエチレンアルキルアミン
、ポリオキシプロピレンアルキルアミン、ポリオキシエチレンアルキルアミド、ポリオキ
シプロピレンアルキルアミド、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシ
エチレンラウリルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルフェニルエステル、
ポリオキシエチレンノニルフェニルエステル等が挙げられる。前記セルロース類としては
、例えば、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピルセルロ
ース等が挙げられる。
【００８９】
　前記分散液の調製においては、必要に応じて分散安定剤を用いることができる。該分散
安定剤としては、例えば、リン酸カルシウム塩等の酸、アルカリに溶解可能なもの等が挙
げられる。
　該分散安定剤を用いた場合は、塩酸等の酸によりリン酸カルシウム塩を溶解した後、水
洗する方法、酵素により分解する方法等によって、微粒子からリン酸カルシウム塩を除去
することができる。
【００９０】
　前記分散液の調製においては、前記伸長反応乃至前記架橋反応の触媒を用いることがで
きる。該触媒としては、例えば、ジブチルチンラウレート、ジオクチルチンラウレート、
等が挙げられる。
【００９１】
　得られた分散液（乳化スラリー）から、有機溶剤を除去する。該有機溶剤の除去は、（
１）反応系全体を徐々に昇温させて、前記油滴中の前記有機溶剤を完全に蒸発除去する方
法、（２）乳化分散体を乾燥雰囲気中に噴霧して、油滴中の非水溶性有機溶剤を完全に除
去してトナー微粒子を形成し、併せて水系分散剤を蒸発除去する方法、等が挙げられる。
【００９２】
　前記有機溶剤の除去が行われると、トナー粒子が形成される。該トナー粒子に対し、洗
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浄、乾燥等を行うことができ、更にその後、所望により分級等を行うことができる。該分
級は、例えば、液中でサイクロン、デカンター、遠心分離等により、微粒子部分を取り除
くことにより行うことができ、乾燥後に粉体として取得した後に分級操作を行ってもよい
。
【００９３】
　こうして、得られたトナー粒子を、前記着色剤、前記離型剤、前記帯電制御剤等の粒子
と共に混合したり、更に機械的衝撃力を印加することにより、該トナー粒子の表面から該
離型剤等の粒子が脱離するのを防止することができる。前記機械的衝撃力を印加する方法
としては、例えば、高速で回転する羽根によって混合物に衝撃力を加える方法、高速気流
中に混合物を投入し加速させて粒子同士又は複合化した粒子を適当な衝突板に衝突させる
方法、等が挙げられる。この方法に用いる装置としては、例えば、オングミル（ホソカワ
ミクロン社製）、Ｉ式ミル（日本ニューマチック社製）を改造して粉砕エアー圧カを下げ
た装置、ハイブリダイゼイションシステム（奈良機械製作所社製）、クリプトロンシステ
ム（川崎重工業株式会社製）、自動乳鉢等が挙げられる。
【００９４】
　前記トナーは、以下の様な体積平均粒径（Ｄｖ）、体積平均粒径（Ｄｖ）/個数平均粒
径（Ｄｎ）、ガラス転移温度（Ｔｇ）、等を有していることが好ましい。
【００９５】
　前記トナーの体積平均粒径（Ｄｖ）としては、例えば、３～８μｍが好ましく、４～７
μｍがより好ましく、５～６μｍが更に好ましい。ここで、体積平均粒径は、Ｄｖ＝（Σ
（ｎＤ３）／Σｎ）１／３（式中、ｎは粒子個数、Ｄは粒子径である）と定義される。前
記体積平均粒径が、３μｍ未満であると、二成分現像剤では現像器における長期の撹拌に
おいてキャリアの表面にトナーが融着し、キャリアの帯電能力を低下させることがあり、
又、一成分現像剤では、現像ローラへのトナーのフィルミングや、トナーを薄層化するた
め、ブレード等の部材へのトナー融着が発生し易くなることがあり、８μｍを超えると、
高解像で高画質の画像を得ることが難しくなり、現像剤中のトナーの収支が行われた場合
にトナーの粒子径の変動が大きくなることがある。
【００９６】
　前記トナーにおける体積平均粒径（Ｄｖ）と個数平均粒径（Ｄｎ）との比（Ｄｖ／Ｄｎ
）としては、１．２５以下が好ましく、１．０５～１．２５がより好ましい。一般的には
、トナーの粒子径は小さければ小さい程、高解像で高画質の画像を得るために有利である
と言われているが、逆に転写性やクリーニング性に対しては不利である。また、本発明の
範囲よりも体積平均粒子径が小さい場合、二成分現像剤では現像装置における長期の攪拌
においてキャリアの表面にトナーが融着し、キャリアの帯電能力の低下を招いたり、一成
分現像剤として用いた場合には、現像ローラへのトナーのフィルミングや、トナーを薄層
化する為のブレード等の部材へのトナーの融着を発生させやすくなる。また、これらの現
象は微粉の含有率が本発明の範囲より多いトナーにおいても同様である。逆に、トナーの
粒子径が本発明の範囲よりも大きい場合には、高解像で高画質の画像を得ることが難しく
なると共に、現像剤中のトナーの収支が行われた場合にトナーの粒子径の変動が大きくな
る場合が多い。また、体積平均粒子径／個数平均粒子径が１．２５よりも大きい場合も同
様であることが明らかとなった。一方、体積平均粒子径／個数平均粒子径が１．０５より
小さい場合には、トナーの挙動の安定化、帯電量の均一化の面から好ましい面もあるが、
トナーの帯電が不十分になる場合が見られ、又、クリーニング性を悪化させる場合がある
ことが明らかとなった。
【００９７】
　前記体積平均粒径、及び、前記体積平均粒径と個数平均粒子径との比（Ｄｖ／Ｄｎ）は
、例えば、ベックマン・コールター社製の粒度測定器「マルチサイザーＩＩ」を用いて測
定することができる。
【００９８】
　前記トナーのガラス転移温度は４０～７０℃が好ましい。前記ガラス転移温度が４０℃
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未満であると、耐熱保存性が不足し、７０℃を超えると、低温定着性に悪影響を及ぼすこ
とがある。ここで、前記トナーのガラス転移温度は、例えば、理学電機社製ＴＧ－ＤＳＣ
システムＴＡＳ－１００を使用して測定することができる。
【００９９】
　前記トナーの着色としては特に制限はなく、目的に応じて適宜選択する事ができ、ブラ
ックトナー、シアントナー、マゼンタトナー及びイエロートナーから選択される少なくと
も１種とすることができ、各色のトナーは前記着色剤の種類を適宜選択することにより得
ることができるが、カラートナーであるのが好ましい。
【０１００】
（現像剤）
　本発明の現像剤は、本発明の前記トナーを少なくとも含有してなり、キャリア等の適宜
選択したその他の成分を含有してなる。該現像剤としては、一成分現像剤であってもよい
し、二成分現像剤であってもよいが、近年の情報処理速度の向上に対応した高速プリンタ
ー等に使用する場合には、寿命向上等の点で前記二成分現像剤が好ましい。本発明の前記
トナーを用いた前記一成分現像剤の場合、トナーの収支が行われても、トナーの粒子径の
変動が少なく、現像ローラへのトナーのフィルミングや、トナーを薄層化するためのブレ
ード等の部材へのトナーの融着がなく、現像器の長期の使用（撹拌）においても、良好で
安定した現像性及び画像が得られる。また、本発明の前記トナーを用いた前記二成分現像
剤の場合、長期にわたるトナーの収支が行われても、現像剤中のトナー粒子径の変動が少
なく、現像器における長期の撹拌においても、良好で安定した現像性が得られる。
【０１０１】
　前記キャリアとしては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、
芯材と、該芯材を被覆する樹脂層とを有するものが好ましい。
【０１０２】
　前記芯材の材料としては、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することがで
き、例えば、５０～９０ｅｍｕ／ｇのマンガン－ストロンチウム（Ｍｎ－Ｓｒ）系材料、
マンガン－マグネシウム（Ｍｎ－Ｍｇ）系材料などが好ましく、画像濃度の確保の点では
、鉄粉（１００ｅｍｕ／ｇ以上）、マグネタイト（７５～１２０ｅｍｕ／ｇ）等の高磁化
材料が好ましい。また、トナーが穂立ち状態となっている感光体への当りを弱くでき高画
質化に有利である点で、銅－ジンク（Ｃｕ－Ｚｎ）系（３０～８０ｅｍｕ／ｇ）等の弱磁
化材料が好ましい。これらは、１種単独で使用してもよい、２種以上を併用してもよい。
【０１０３】
　前記芯材の粒径としては、平均粒径（体積平均粒径（Ｄ５０））で、１０～２００μｍ
が好ましく、４０～１００μｍがより好ましい。前記平均粒径（体積平均粒径（Ｄ５０）
）が、１０μｍ未満であると、キャリア粒子の分布において、微粉系が多くなり、１粒子
当たりの磁化が低くなってキャリア飛散を生じることがあり、１５０μｍを超えると、比
表面積が低下し、トナーの飛散が生じることがあり、ベタ部分の多いフルカラーは、特に
ベタ部の再現が悪くなることがある。
【０１０４】
　前記樹脂層の材料としては、特に制限はなく、公知の樹脂の中から目的に応じて適宜選
択することができるが、例えば、アミノ系樹脂、ポリビニル系樹脂、ポリスチレン系樹脂
、ハロゲン化オレフィン樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリエチ
レン樹脂、ポリフッ化ビニル樹脂、ポリフッ化ビニリデン樹脂、ポリトリフルオロエチレ
ン樹脂、ポリヘキサフルオロプロピレン樹脂、フッ化ビニリデンとアクリル単量体との共
重合体、フッ化ビニリデンとフッ化ビニルとの共重合体、テトラフルオロエチレンとフッ
化ビニリデンと非フッ化単量体とのターポリマー等のフルオロターポリマー、シリコーン
樹脂、などが挙げられる。これらは、１種単独で使用してもよいし、２種以上を併用して
もよい。
【０１０５】
　前記アミノ系樹脂としては、例えば、尿素－ホルムアルデヒド樹脂、メラミン樹脂、ベ
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ンゾグアナミン樹脂、ユリア樹脂、ポリアミド樹脂、エポキシ樹脂等が挙げられる。前記
ポリビニル系樹脂としては、例えば、アクリル樹脂、ポリメチルメタクリレート樹脂、ポ
リアクリロニトリル樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリビニル
ブチラール樹脂等が挙げられる。前記ポリスチレン系樹脂としては、例えば、ポリスチレ
ン樹脂、スチレン－アクリル共重合樹脂等が挙げられる。前記ハロゲン化オレフィン樹脂
としては、例えば、ポリ塩化ビニル等が挙げられる。前記ポリエステル系樹脂としては、
例えば、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂等が挙げら
れる。
【０１０６】
　前記樹脂層には、必要に応じて導電粉等を含有させてもよく、該導電粉としては、例え
ば金属粉、カーボンブラック、酸化チタン、酸化スズ、酸化亜鉛、等が挙げられる。これ
らの導電粉の平均粒子径としては、１μｍ以下が好ましい。前記平均粒子径が１μｍを超
えると電気抵抗の制御が困難になることがある。
【０１０７】
　前記樹脂層は、例えば、前記シリコーン樹脂等を溶剤に溶解させて塗布溶液を調製した
後、該塗布溶液を前記芯材の表面に公知の塗布方法により均一に塗布し、乾燥した後、焼
付を行うことにより形成することができる。前記塗布方法としては、例えば浸漬法、スプ
レー法、ハケ塗り法、などが挙げられる。
　前記溶剤としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例え
ば、トルエン、キシレン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、セルソルブチ
ルアセテート、などが挙げられる。
　前記焼付としては、特に制限はなく、外部加熱方式であってもよいし、内部加熱方式で
あってもよく、例えば、固定式電気炉、流動式電気炉、ロータリー式電気炉、バーナー炉
等を用いる方法、マイクロウエーブを用いる方法、などが挙げられる。
【０１０８】
　前記樹脂層の前記キャリアにおける量としては、０．０１～５．０質量％が好ましい。
前記量が、０．０１質量％未満であると、前記芯材の表面に均一な前記樹脂層を形成する
ことができないことがあり、５．０質量％を超えると、前記樹脂層が厚くなり過ぎてキャ
リア同士の造粒が発生し、均一なキャリア粒子が得られないことがある。
【０１０９】
　前記現像剤が前記二成分現像剤である場合、前記キャリアの該二成分現像剤における含
有量としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、９０～
９８質量％が好ましく、９３～９７％がより好ましい。
【０１１０】
　本発明の現像剤は、本発明の前記トナーを含有しているので、優れた低温定着性と耐オ
フセット性能を両立することができ、しかも良好な高精細画像を形成することができる。
本発明の現像剤は、磁性一成分現像方法、非磁性一成分現像方法、二成分現像方法等の公
知の各種電子写真法による画像形成に好適に用いることができる。
【０１１１】
（画像形成方法）
　次に本発明のトナーを使用する画像形成方法について述べる。
　本発明の画像形成方法は、静電荷像形成工程、現像工程、転写工程及び定着工程を少な
くとも有し、必要に応じて、適宜選択したその他の工程、例えば、除電工程、クリーニン
グ工程、リサイクル工程、制御工程等をさらに有してもよい。
【０１１２】
　静電荷像形成工程は、静電荷像担持体（感光体）上に静電荷像を形成する工程である。
静電荷像は、例えば、帯電装置を用いて、感光体の表面に電圧を印加することにより、一
様に帯電させた後、露光装置を用いて、像様に露光することにより形成することができる
。
【０１１３】
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　感光体は、その材質、形状、構造、大きさ等について特に制限はなく、公知のものの中
から適宜選択することができるが、形状は、ドラム状であることが好ましい。なお、感光
体としては、例えば、アモルファスシリコン、セレン等の無機感光体、ポリシラン、フタ
ロポリメチン等の有機感光体（ＯＰＣ）等が挙げられるが、長寿命性の点で、アモルファ
スシリコン感光体が好ましい。
【０１１４】
　帯電装置は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、導
電性又は半導電性のロール、ブラシ、フィルム、ゴムブレード等を備えたそれ自体公知の
接触帯電器、コロトロン、スコロトロン等のコロナ放電を利用した非接触帯電器等が挙げ
られる。また、帯電装置は、感光体に対して、接触又は非接触の状態で配置され、直流電
圧及び交流電圧を重畳印加することによって、感光体の表面を帯電するものが好ましい。
　また、帯電装置は、感光体に対して、ギャップテープを介して非接触に近接配置された
帯電ローラであり、帯電ローラに直流電圧及び交流電圧を重畳印加することによって、感
光体の表面を帯電するものが好ましい。
【０１１５】
　露光装置は、帯電装置により帯電された感光体の表面に、像様に露光を行うことができ
る限り、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、例えば、複写光学
系、ロッドレンズアレイ系、レーザー光学系、液晶シャッタ光学系等が挙げられる。なお
、透明支持体を用いた感光体の場合では、感光体の裏面側から像様に露光を行う光背面方
式を採用してもよい。
【０１１６】
　現像工程は、現像装置を用いて、本発明のトナーにより静電荷像を現像して可視像を形
成する工程である。
【０１１７】
　現像装置は、本発明のトナーを用いて現像することができる限り、特に制限はなく、公
知のものの中から適宜選択することができるが、例えば、本発明のトナーからなる現像剤
を収容し、静電荷像に現像剤を接触又は非接触的に付与可能な現像剤担持体を少なくとも
有するものが挙げられ、現像剤入り容器を着脱自在に備えていることが好ましい。現像装
置は、単色用現像装置及び多色用現像装置のいずれであってもよく、例えば、現像剤を摩
擦攪拌させて帯電させる攪拌器と、回転可能なマグネットローラを有するもの等が挙げら
れる。現像装置内では、例えば、トナーとキャリアが混合攪拌され、その際の摩擦により
トナーが帯電し、回転するマグネットローラの表面に穂立ち状態で保持され、磁気ブラシ
が形成される。マグネットローラは、感光体の近傍に配置されているため、マグネットロ
ーラの表面に形成された磁気ブラシを構成するトナーの一部は、電気的な吸引力によって
、感光体の表面に移動する。その結果、静電荷像がトナーにより現像されて、感光体の表
面に可視像が形成される。なお、トナーを感光体の表面に移動させる際には、交番電界を
印加することが好ましい。
【０１１８】
　転写工程は、転写装置を用いて、可視像を被転写体に転写する工程であるが、中間転写
体を用い、中間転写体上に可視像を一次転写した後、可視像を被転写体上に二次転写する
態様が好ましい。さらに、トナーとして、好ましくはフルカラートナーを用い、可視像を
中間転写体上に転写して複合転写像を形成する第一次転写工程と、複合転写像を被転写体
上に転写する第二次転写工程を有する態様が好ましい。可視像は、例えば、転写帯電器を
用いて、感光体を帯電することにより転写することができる。
【０１１９】
　転写装置は、可視像を中間転写体上に転写して複合転写像を形成する一次転写装置と、
複合転写像を被転写体上に転写する二次転写装置を有する態様が好ましい。転写装置（一
次転写装置、二次転写装置）は、感光体上に形成された可視像を被転写体側へ剥離帯電さ
せる転写器を少なくとも有することが好ましい。転写装置は、１つであってもよいし、２
つ以上であってもよい。転写器としては、コロナ放電によるコロナ転写器、転写ベルト、
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転写ローラ、圧力転写ローラ、粘着転写器等が挙げられる。
【０１２０】
　中間転写体は、特に制限はなく、目的に応じて公知の転写体の中から適宜選択すること
ができ、例えば、転写ベルト等が挙げられる。
【０１２１】
　被転写体は、特に制限はなく、公知の記録媒体の中から適宜選択することができる。
【０１２２】
　定着工程は、定着装置を用いて、被転写体に転写された可視像を定着させる工程であり
、各色のトナーに対して、被転写体に転写する毎に定着させてもよいし、各色のトナーを
積層した状態で一度に同時に定着させてもよい。
【０１２３】
　定着装置は、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択することができるが、公知の定着
部材を用いて加熱加圧定着させるものが好ましい。定着部材は、ローラ状又はベルト状で
あることが好ましく、例えば、加熱ローラ及び加圧ローラの組み合わせ、加熱ローラ、加
圧ローラ及び無端ベルトの組み合わせ等が挙げられる。このとき、加熱温度は、通常、８
０～２００℃であることが好ましい。
【０１２４】
　本発明において、定着装置としては、発熱体を具備する加熱体、加熱体と接触するフィ
ルム及びフィルムを介して加熱体と圧接する加圧部材を有し、フィルム及び加圧部材の間
に、未定着画像が形成された被転写体を通過させて加熱加圧定着する手段を用いることが
できる。
【０１２５】
　なお、目的に応じて、定着装置と共に、又は定着装置に代えて、例えば、公知の光定着
器を用いてもよい。
【０１２６】
　除電工程は、除電装置を用いて、感光体に除電バイアスを印加して除電を行う工程であ
る。
【０１２７】
　除電装置は、特に制限はなく、感光体に除電バイアスを印加することができればよく、
公知の除電器の中から適宜選択することができ、例えば、除電ランプ等が挙げられる。
【０１２８】
　クリーニング工程は、クリーニング装置を用いて、感光体上に残留するトナーを除去す
る工程である。
【０１２９】
　クリーニング装置は、特に制限はなく、感光体上に残留するトナーを除去することがで
きればよく、公知のクリーナの中から適宜選択することができ、例えば、磁気ブラシクリ
ーナ、静電ブラシクリーナ、磁気ローラクリーナ、ブレードクリーナ、ブラシクリーナ、
ウエブクリーナ等が挙げられる。
【０１３０】
　リサイクル工程は、リサイクル装置を用いて、クリーニング工程で除去されたトナーを
現像装置にリサイクルさせる工程である。
【０１３１】
　リサイクル装置は、特に制限はなく、例えば、公知の搬送手段等が挙げられる。
【０１３２】
　制御工程は、制御装置を用いて、各工程を制御する工程である。
【０１３３】
　制御装置としては、各工程の動きを制御することができる限り、特に制限はなく、目的
に応じて適宜選択することができ、例えば、シークエンサー、コンピュータ等の機器が挙
げられる。
【０１３４】
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　次に、図１を参照しながら、本発明の画像形成方法について、説明する。図１に示す画
像形成装置は、感光体１０と、帯電装置２０と、露光装置３０と、現像装置４０と、中間
転写体５０と、クリーニングブレードを有するクリーニング装置６０と、除電装置７０と
、転写装置８０を備える。なお、帯電装置２０としては、帯電ローラ、除電装置７０とし
ては、除電ランプ、転写装置８０としては、転写ローラが用いられている。
【０１３５】
　中間転写体５０は、無端ベルトであり、その内側に配置された３個の支持ローラ５１で
張架され、矢印方向に移動可能に設計されている。３個の支持ローラ５１の一部は、中間
転写体５０へ所定の転写バイアス（一次転写バイアス）を印加することが可能な転写バイ
アスローラとしても機能する。中間転写体５０は、その近傍にクリーニングブレードを有
するクリーニング装置９０が配置されている。また、被転写体９５に可視像を転写（二次
転写）するための二次転写バイアスを印加することが可能な転写装置８０が対向して配置
されている。中間転写体５０の周囲には、中間転写体５０上の可視像に電荷を付与するた
めのコロナ帯電器５８が、中間転写体５０の回転方向において、感光体１０及び中間転写
体５０の接触部並びに中間転写体５０及び被転写体９５の接触部の間に配置されている。
　なお、被転写体９５としては、転写紙が用いられている。
【０１３６】
　現像装置４０は、現像剤担持体としての現像ベルト４１と、現像ベルト４１の周囲に併
設したブラックの現像ユニット４５Ｋ、イエローの現像ユニット４５Ｙ、マゼンタの現像
ユニット４５Ｍ及びシアンの現像ユニット４５Ｃから構成されている。なお、現像ユニッ
ト４５Ｋは、現像剤収容部４２Ｋ、現像剤供給ローラ４３Ｋ及び現像ローラ４４Ｋを備え
ており、現像ユニット４５Ｙは、現像剤収容部４２Ｙ、現像剤供給ローラ４３Ｙ及び現像
ローラ４４Ｙを備えており、現像ユニット４５Ｍは、現像剤収容部４２Ｍ、現像剤供給ロ
ーラ４３Ｍ及び現像ローラ４４Ｍを備えており、現像ユニット４５Ｃは、現像剤収容部４
２Ｃ、現像剤供給ローラ４３Ｃ及び現像ローラ４４Ｃを備えている。また、現像ベルト４
１は、無端ベルトであり、複数のベルトローラに回転可能に張架され、一部が感光体１０
と接触している。
【０１３７】
　この画像形成装置においては、帯電装置２０が感光体１０を一様に帯電させた後、露光
装置３０が感光体１０上に像様に露光を行い、静電荷像を形成する。次に、感光体１０上
に形成された静電荷像を、現像装置４０が現像剤を供給して現像して可視像を形成する。
　可視像は、支持ローラ５１から印加された電圧により中間転写体５０上に転写（一次転
写）され、さらに被転写体９５上に転写（二次転写）される。その結果、被転写体９５上
には、転写像が形成される。なお、感光体１０上に残存したトナーは、クリーニング装置
６０により除去され、感光体１０の帯電は、除電ランプ７０により除去される。
【０１３８】
　次に、図２を参照しながら、本発明の画像形成方法の他の態様について、説明する。図
２に示す画像形成装置は、図１に示す画像形成装置における現像装置４０の代わりに、感
光体１０の周囲に、ブラックの現像ユニット４５Ｋ、イエローの現像ユニット４５Ｙ、マ
ゼンタの現像ユニット４５Ｍ及びシアンの現像ユニット４５Ｃが直接対向して配置されて
いること以外は、図２に示す画像形成装置と同様の構成を有し、同様の作用効果を示す。
　なお、図２においては、図１に示す画像形成装置と同一の構成については、同一符号を
付してその説明を省略する。また、後述する図３及び図４についても同様とする。
【０１３９】
　次に、図３を参照しながら、本発明の画像形成方法の他の態様について、説明する。図
３に示す画像形成装置は、タンデム型カラー画像形成装置である。この画像形成装置は、
複写装置本体１５０、給紙テーブル２００、スキャナ３００及び原稿自動搬送装置（ＡＤ
Ｆ）４００を備えている。
【０１４０】
　複写装置本体１５０には、無端ベルト状の中間転写体５０が中央部に設けられている。
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そして、中間転写体５０は、支持ローラ１４、１５及び１６に張架され、図３中、時計回
りに回転することが可能とされている。支持ローラ１５の近傍には、中間転写体５０上の
残留トナーを除去するためのクリーニング装置１７が配置されている。支持ローラ１４と
支持ローラ１５とにより張架された中間転写体５０には、その搬送方向に沿って、イエロ
ー、シアン、マゼンタ及びブラックの４つの画像形成ユニット１８が対向して並置された
画像形成手段１２０が配置されている。画像形成手段１２０の近傍には、露光装置２１が
配置されている。中間転写体５０における、画像形成手段１２０が配置された側とは反対
側には、二次転写装置２２が配置されている。二次転写装置２２においては、無端ベルト
である二次転写ベルト２４が一対の支持ローラ２３に張架されており、二次転写ベルト２
４上を搬送される記録紙と中間転写体５０とは互いに接触することが可能である。二次転
写装置２２の近傍には、定着装置２５が配置されている。定着装置２５は、無端ベルトで
ある定着ベルト２６及びこれに押圧されて配置された加圧ローラ２７を備えている。なお
、二次転写装置２２及び定着装置２５の近傍に、記録紙の両面に画像を形成するために、
記録紙を反転させるための反転装置２８が配置されている。
【０１４１】
　次に、画像形成手段１２０を用いたフルカラー画像の形成（カラーコピー）について説
明する。先ず、原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）４００の原稿台１３０上に原稿をセットする
か、原稿自動搬送装置４００を開いて、スキャナ３００のコンタクトガラス３２上に原稿
をセットして、原稿自動搬送装置４００を閉じる。
【０１４２】
　スタートスイッチ（不図示）を押すと、原稿自動搬送装置４００に原稿をセットした時
は、原稿が搬送されてコンタクトガラス３２上へと移動された後で、一方、コンタクトガ
ラス３２上に原稿をセットした時は、直ちに、スキャナ３００が駆動し、第一走行体３３
及び第二走行体３４が走行する。このとき、第一走行体３３により、光源からの光が照射
され、原稿面からの反射光を第二走行体３４におけるミラーで反射する。さらに、結像レ
ンズ３５を通して、読み取りセンサ３６で受光されて原稿が読み取られ、ブラック、イエ
ロー、マゼンタ及びシアンの画像情報とされる。次に、各画像情報は、画像形成手段１２
０における各画像形成ユニット１８にそれぞれ伝達され、ブラック、イエロー、マゼンタ
及びシアンの各色の可視像が形成される。
【０１４３】
　図４に示すように、画像形成ユニット１８は、それぞれ、感光体１０、感光体１０を一
様に帯電させる帯電装置（符号なし）、露光装置２１により、各画像情報に基づいて、各
画像様に感光体１０を露光することにより形成された静電荷像を、各トナー（ブラックト
ナー、イエロートナー、マゼンタトナー及びシアントナー）を用いて現像して、各トナー
による可視像を形成する現像装置（符号なし）、可視像を中間転写体５０上に転写させる
ための転写帯電器（符号なし）、クリーニング装置（符号なし）及び除電装置（符号なし
）を備えており、各画像情報に基づいて、各色の可視像を形成することが可能である。次
に、各色の可視像は、支持ローラ１４、１５及び１６により回転移動される中間転写体５
０上に、順次転写（一次転写）され、各色の可視像が重ね合わされて複合転写像が形成さ
れる。
【０１４４】
　一方、給紙テーブル２００においては、給紙ローラ１４２の１つを選択的に回転させ、
ペーパーバンク１４３に多段に備える給紙カセット１４４の１つから記録紙を繰り出し、
分離ローラ１４５で１枚ずつ分離して給紙路１４６に送出し、搬送ローラ１４７で搬送し
て複写機本体１５０内の給紙路１４８に導き、レジストローラ４９に突き当てて止める。
あるいは、給紙ローラ１４２を回転させ、手差しトレイ５４上の記録紙を繰り出し、分離
ローラ５２で１枚ずつ分離して手差し給紙路５３に入れ、同じくレジストローラ４９に突
き当てて止める。なお、レジストローラ４９は、一般には、接地されて使用されるが、記
録紙の紙粉除去のためにバイアスが印加された状態で使用されてもよい。そして、中間転
写体５０上に形成された複合転写像にタイミングを合わせてレジストローラ４９を回転さ
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せ、中間転写体５０及び二次転写装置２２の間に、記録紙を送出させ、二次転写装置２２
により複合転写像を記録紙上に転写（二次転写）することにより、記録紙上にカラー画像
が形成される。なお、中間転写体５０上に残留したトナーは、クリーニング装置１７によ
り除去される。
【０１４５】
　カラー画像が形成された記録紙は、二次転写装置２２により搬送されて、定着装置２５
へと送出され、定着装置２５において、複合転写像が記録紙上に加熱加圧定着される。そ
の後、記録紙は、切換爪５５で切り換えて排出ローラ５６により排出され、排紙トレイ５
７上にスタックされる。あるいは、切換爪５５で切り換えて反転装置２８により反転され
て再び転写位置へと導き、裏面にも画像を形成した後、排出ローラ５６により排出され、
排紙トレイ５７上にスタックされる。
【０１４６】
（プロセスカートリッジ）
　本発明のプロセスカートリッジは、静電荷像が形成される静電荷像担持体と、静電荷像
担持体上に形成された静電荷像を、本発明のトナーを用いて現像する現像装置を、少なく
とも一体に支持し、画像形成装置本体に着脱自在である。なお、本発明のプロセスカート
リッジは、必要に応じて、適宜選択したその他の手段をさらに一体に支持してもよい。
【０１４７】
　図５に、本発明のプロセスカートリッジの一例を示す。このプロセスカートリッジは、
感光体１０１を内蔵し、帯電手段１０２、露光手段１０３、現像手段１０４、クリーニン
グ手段１０７及び転写手段１０８を有する。これらの各部材は、前述する画像形成装置と
同様のものを用いることができる。
【０１４８】
（トナー入り容器）
　本発明のトナー入り容器は、本発明の前記トナー又は前記現像剤を容器中に収容してな
る。前記容器としては、特に制限はなく、公知のものの中から適宜選択することができ、
例えば、トナー容器本体とキャップとを有してなるものなどが好適なものとして挙げられ
る。
　前記容器本体としては、その大きさ、形状、構造、材質などについては特に制限はなく
、目的に応じて適宜選択することができ、例えば、前記形状としては、円筒状などが好ま
しく、内周面にスパイラル状の凹凸が形成され、回転させることにより内容物であるトナ
ーが排出口側に移動可能であり、かつ該スパイラル部の一部又は全部が蛇腹機能を有して
いるもの、などが特に好ましい。
　前記トナー容器本体の材質としては、特に制限はなく、目的に応じて適宜選択すること
ができるが、寸法精度がよいものが好ましく、例えば、樹脂が好適なものとして挙げるこ
とができ、これらの中でも、例えば、ポリエステル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピ
レン樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリアクリル樹脂、ポリカーボネー
ト樹脂、ＡＢＳ樹脂、ポリアセタール樹脂、などが好適に使用される。
　本発明のトナー入り容器は、保存、搬送等が容易であり、取り扱い性に優れ、上述の本
発明のプロセスカートリッジ、画像形成装置等に、着脱可能に取り付けてトナーの補給に
好適に使用することができる。
【実施例】
【０１４９】
　以下、本発明の実施例を説明するが、本発明は、これらの実施例に何ら限定されるもの
ではない。なお、以下の例において、「部」及び「％」は、特に断りのない限り質量基準
である。下記実施例及び比較例において、トナーの体積平均粒子径（Ｄｖ）及び粒度分布
（Ｄｖ/Ｄｎ）、ＮＣＯ％、酸価、水酸基価、ガラス転移温度（Ｔｇ）の測定は、以下の
ようにして行った。
【０１５０】
＜体積平均粒径（Ｄｖ）及び粒度分布（Ｄｖ／Ｄｎ）＞
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　トナーの体積平均粒径及び粒度分布は、粒度測定器（「コールターカウンターＴＡＩＩ
」；コールターエレクトロニクス社製）を用い、アパーチャー径が１００μｍの条件で測
定した。これらの結果から（体積平均粒径／個数平均粒径）を算出した。
【０１５１】
＜遊離イソシアネート基含有量（ＮＣＯ％）の測定＞
　ＮＣＯ％は、ＪＩＳ　Ｋ１６０３に準拠した方法により測定した。
【０１５２】
＜酸価の測定方法＞
　酸価の測定方法は、ＪＩＳ　Ｋ００７０に規定の方法による。但し、サンプルが溶解し
ない場合は、溶媒にジオキサン又はＴＨＦ等の溶媒を用いる。
【０１５３】
＜水酸基価の測定方法＞
　水酸基価の測定方法は、ＪＩＳ　Ｋ００７０に規定の方法による。但し、サンプルが溶
解しない場合は、溶媒にジオキサン又はＴＨＦ等の溶媒を用いる。
【０１５４】
＜ガラス転移温度（Ｔｇ）＞
　ガラス転移温度（Ｔｇ）を測定する装置として理学電機社製ＴＧ－ＤＳＣシステムＴＡ
Ｓ－１００を使用した。まず、試料１０ｍｇをアルミニウム製試料容器に入れ、それをホ
ルダーユニットにのせ、電気炉中にセットする。まず、室温から昇温速度１０℃/分で１
５０℃まで加熱した後、１５０℃で１０分間放置、室温まで試料を冷却して１０分放置、
窒素雰囲気下で再度１５０℃まで昇温速度１０℃／分で加熱してＤＳＣ測定を行った。Ｔ
ｇは、ＴＡＳ－１００システム中の解析システムを用いて、Ｔｇ近傍の吸熱カーブの接線
とベースラインとの接点から算出した。
【０１５５】
＜酢酸エチル不溶ポリエステル成分のゲル分量＞
　前記ソックスレーを用いる方法により算出した。
【０１５６】
〔実施例１〕
－有機微粒子エマルションの合成－
　撹拌棒、及び温度計をセットした反応容器中に、水６８３部、メタクリル酸エチレンオ
キサイド付加物硫酸エステルのナトリウム塩（エレミノールＲＳ－３０、三洋化成工業株
式会社製）１１部、スチレン８３部、メタクリル酸８３部、アクリル酸ブチル１１０部、
及び過硫酸アンモニウム１部を仕込み、４００回転／分で１５間撹拌したところ、白色の
乳濁液が得られた。これを加熱して、系内温度７５℃まで昇温し５時間反応させた。次い
で、１％過硫酸アンモニウム水溶液３０部を加え、７５℃にて５時間熟成してビニル系樹
脂（スチレン－メタクリル酸－アクリル酸ブチル－メタクリル酸エチレンオキサイド付加
物硫酸エステルのナトリウム塩の共重合体）の水性分散液を得た。これを［微粒子分散液
１］とする。得られた［微粒子分散液１］に含まれる微粒子の体積平均粒径を、レーザー
光散乱法を用いた粒径分布測定装置（「ＬＡ－９２０」、堀場製作所製）により測定した
ところ、１０５ｎｍであった。また、［微粒子分散液１］の一部を乾燥して樹脂分を単離
した。該樹脂分のガラス転移温度（Ｔｇ）は５９℃であり、重量平均分子量（Ｍｗ）は１
５万であった。
【０１５７】
－水相の調製－
　水９９０部、[微粒子分散液１]８３部、ドデシルジフェニルエーテルジスルホン酸ナト
リウムの４８．５％水溶液（エレミノールＭＯＮ－７、三洋化成工業株式会社製)３７部
、及び酢酸エチル９０部を混合撹拌し、乳白色の液体を得た。これを[水相１]とする。
【０１５８】
－低分子ポリエステルの合成－
　冷却管、攪拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオ
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キサイド２モル付加物２２９部、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド３モル付加物５
２９部、テレフタル酸２０８部、アジピン酸４６部、及びジブチルチンオキサイド２部を
仕込み、常圧下、２３０℃にて８時間反応した。次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧下で
５時間反応した後、反応容器に無水トリメリット酸４４部を入れ、１８０℃、常圧で２時
間反応し、［低分子ポリエステル１］を得た。
　得られた［低分子ポリエステル１］のガラス転移温度（Ｔｇ）は４３℃、重量平均分子
量（Ｍｗ）は６７００、数平均分子量は２５００、酸価は２５であった。
【０１５９】
－マスターバッチ（ＭＢ）の調製－
　水１２００部、カーボンブラック（Ｐｒｉｎｔｅｘ３５、デグサ社製）５４０部〔ＤＢ
Ｐ吸油量＝４２ｍｌ／１００ｍｇ、ｐＨ＝９．５〕、ポリエステル樹脂（三洋化成工業株
式会社製、ＲＳ８０１）１２００部を加え、ヘンシェルミキサー（三井鉱山社製）で混合
した。得られた混合物を２本ロールを用いて１５０℃にて３０分間混練後、圧延冷却しパ
ルペライザーで粉砕して、カーボンブラックマスターバッチを得た。これを［マスターバ
ッチ１］とする。
【０１６０】
－プレポリマー１の合成－
（１）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、プロピレングリコール１
５２部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常圧下、
２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応させ、[
中間体ポリエステル前駆体１]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレ
ンオキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキ
シド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨ
ｇの減圧で１時間反応させ、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステ
ル前駆体１]３１７．３部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]７６．５部を入れ、常圧
下２３０℃にて８時間反応させ、更に、１０～１５ｍｍＨｇ減圧で５時間反応させ、[中
間体ポリエステル１]を得た。得られた[中間体ポリエステル１]は、重量平均分子量２３
０００、ガラス転移温度（Ｔｇ）は４２℃、酸価は０．３、水酸基価は１６．５であった
。
（４）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［中間体ポリエステ
ル１］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５０部を入れ、１０
０℃で５時間反応させ、[プレポリマー１]を得た。
　得られた[プレポリマー１]のイソシアネート質量％は、０．６１％であった。
【０１６１】
－油相の調製－
　撹拌棒、及び温度計の付いた反応容器中に、[低分子ポリエステル１]３７８部、カルナ
バワックス１１０部、ＣＣＡ（サリチル酸金属錯体Ｅ－８４、オリエント化学工業社製）
２２部、及び酢酸エチル９４７部を仕込み、撹拌下８０℃に昇温し８０℃で時間保持した
後、１時間かけて３０℃まで冷却した。次いで、反応容器に[マスターバッチ１]５００部
、及び酢酸エチル５００部を仕込み、１時間混合して溶解物を得た。これを[原料溶解液
１]とする。
　次に、[原料溶解液１]１３２４部を反応容器に移し、ビーズミル（ウルトラビスコミル
、アイメックス社製）を用いて、送液速度:１ｋｇ／ｈｒ、ディスク周速度:６ｍ／秒、０
．５ｍｍジルコニアビーズ充填量:８０体積％、パス数:３回の条件で、カーボンブラック
、ワックスの分散を行った。次いで、[低分子ポリエステル１]の６５％酢酸エチル溶液１
３２４部を加え、上記と同条件のビーズミルを用いてパス数：１回で、分散液を得た。こ
れを［顔料及びワックス分散液１］とする。得られた［顔料及びワックス分散液１］の固
形分濃度（１３０℃、３０分）は５０％であった。
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【０１６２】
－乳化－
　［顔料及びワックス分散液１］７４９部、［プレポリマー１］１１５部、及びイソホロ
ンジアミン１．３部を容器に入れ、ＴＫホモミキサー（特殊機化社製）を用いて５０００
ｒｐｍで１分間混合した。その後、容器に［水相１］１２００部を加えＴＫホモミキサー
、回転数１３０００ｒｐｍで２０分間混合し水系媒体分散液を得た。これを［乳化スラリ
ー１］とする。
【０１６３】
－脱有機溶媒－
　撹拌機,及び温度計の付いた容器中に、［乳化スラリー１］を投入し、３０℃にて８時
間脱溶剤した後、４５℃にて４時間熟成を行い、有機溶媒が留去された分散液を得た。こ
れを［分散スラリー１］とする。得られた［分散スラリー１］は、体積平均粒径５．１５
μｍ、個数平均粒径４．５１μｍであった（マルチサイザーＩＩで測定）。
【０１６４】
－洗浄及び乾燥－
　[分散スラリー１]１００部を減圧濾過した後、以下のようにして、洗浄及び乾燥を行っ
た。
（１）濾過ケーキにイオン交換水１００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（１２０００
ｒｐｍで１０分間）後濾過した。
（２）（１）の濾過ケーキにイオン交換水１００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（１
２０００ｒｐｍで３０分間）後減圧濾過した。
（３）（２）の濾過ケーキに１０％塩酸１００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（１２
０００ｒｐｍで１０分間）後濾過した。
（４）（３）の濾過ケーキにイオン交換水３００部を加え、ＴＫホモミキサーで混合（１
２０００ｒｐｍで１０分間）した後濾過する操作を２回行い、濾過ケーキを得た。
　この濾過ケーキを循風乾燥機にて４５℃にて４８時間乾燥し、目開き７５μｍメッシュ
で篩い、トナーを得た。これを［トナー１］とする。
【０１６５】
〔実施例２〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー２]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー２］を作製した。
【０１６６】
－プレポリマー２の合成－
（１）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、プロピレングリコール１
５２部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常圧下、
２３０℃にて８時間反応し、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応し、[中間
体ポリエステル前駆体１]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレ
ンオキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキ
シド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨ
ｇの減圧で１時間反応させ、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステ
ル前駆体１]１７０．０部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]２４５部を入れ、常圧下
２３０℃にて８時間反応させ、更に、１０～１５ｍｍＨｇ減圧で５時間反応させ、[中間
体ポリエステル２]を得た。得られた[中間体ポリエステル２]は、重量平均分子量２２０
００、ガラス転移温度（Ｔｇ）は４８℃、酸価は０．４、水酸基価は１６．８であった。
（４）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［中間体ポリエステ
ル２］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５０部を入れ、１０
０℃で５時間反応し、[プレポリマー２]を得た。
　得られた[プレポリマー２]のイソシアネート質量％は、０．６３％であった。
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【０１６７】
〔実施例３〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー３]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー３］を作製した。
【０１６８】
－プレポリマー３の合成－
（１）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ネオペンチルグリコール
１７６．３部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常
圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応さ
せ、[中間体ポリエステル前駆体３]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレ
ンオキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキ
シド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応し、次いで、１０～１５ｍｍＨｇ
の減圧で１時間反応し、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステ
ル前駆体３]３４４．０部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]７６．５部を入れ、常圧
下２３０℃にて８時間反応させ、更に、１０～１５ｍｍＨｇ減圧で５時間反応し、[中間
体ポリエステル３]を得た。得られた[中間体ポリエステル３]は、重量平均分子量２３０
００、ガラス転移温度（Ｔｇ）は４０℃、酸価は０．４、水酸基価は１６．４であった。
（４）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［中間体ポリエステ
ル３］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５０部を入れ、１０
０℃で５時間反応し、[プレポリマー３]を得た。
　得られた [プレポリマー３]のイソシアネート質量％は、０．６２％であった。
【０１６９】
〔実施例４〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー４]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー４］を作製した。
【０１７０】
－プレポリマー４の合成－
（１）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、１，４－ブタンジオール
１８０部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常圧下
、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応させ、
[中間体ポリエステル前駆体４]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレ
ンオキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキ
シド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨ
ｇの減圧で１時間反応させ、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステル
前駆体４]３４９部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]７６．５部を入れ、常圧下２３
０℃にて８時間反応させ、更に、１０～１５ｍｍＨｇ減圧で５時間反応させ、[中間体ポ
リエステル４]を得た。得られた[中間体ポリエステル４]は、重量平均分子量２３０００
、ガラス転移温度（Ｔｇ）は３８℃、酸価は０．４、水酸基価は１６．５であった。
（４）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［中間体ポリエステ
ル４］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５０部を入れ、１０
０℃で５時間反応し、[プレポリマー４]を得た。
　得られた[プレポリマー４]のイソシアネート質量％は、０．６０％であった。
【０１７１】
〔実施例５〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー５]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー５］を作製した。
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【０１７２】
－プレポリマー５の合成－
（１）冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に、１，６－ヘキサンジオール
２３６部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常圧下
、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応させ、
[中間体ポリエステル前駆体５]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレ
ンオキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキ
シド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨ
ｇの減圧で１時間反応させ、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステ
ル前駆体５]５３８．２部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]６１．３部を入れ、常圧
下２３０℃にて８時間反応させ、更に、１０～１５ｍｍＨｇ減圧で５時間反応させ、[中
間体ポリエステル５]を得た。得られた[中間体ポリエステル５]は、重量平均分子量２３
０００、ガラス転移温度（Ｔｇ）は３９℃、酸価は０．４、水酸基価は１６．５であった
。
（４）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［中間体ポリエステ
ル５］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５０部を入れ、１０
０℃で５時間反応し、[プレポリマー５]を得た。
　得られた[プレポリマー５]のイソシアネート質量％は、０．６２％であった。
【０１７３】
〔実施例６〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー６]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー６］を作製した。
－プレポリマー６の合成－
（１）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、プロピレングリコール１
５２部、テレフタル酸１６６部、及びチタンテトラブトキシド０．５部を入れ、常圧下、
２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で１時間反応させ、[
中間体ポリエステル前駆体１]を得た。
（２）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中にビスフェノールＡエチレン
オキサイド２ｍｏｌ付加物３１６部、テレフタル酸３３２部、及びチタンテトラブトキシ
ド０．５部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応させ、次いで、１０～１５ｍｍＨｇ
の減圧で１時間反応させ、[中間体ポリエステル前駆体２]を得た。
（３）冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記[中間体ポリエステ
ル前駆体１]３１７．３部、前記[中間体ポリエステル前駆体２]７６．５部を入れ、常圧
下２３０℃で８時間反応させ、更に１０～１５ｍｍＨｇ減圧で１０時間反応させ、[中間
体ポリエステル６]を得た。得られた[中間体ポリエステ６]は重量平均分子量５２０００
、ガラス転移温度（Ｔｇ）４４℃、酸価０．１、水酸基価は１２．５であった。
（４）冷却管、撹拌機及び窒素導入管の付いた反応容器中に前記［中間体ポリエステル６
］２５０部、イソホロンジイソシアネート１４部、酢酸エチル２５０部を入れ、１００℃
で５時間反応させ、[プレポリマー６]を得た。
　得られた[プレポリマー６]のイソシアネート質量％は、０．５１％であった。
【０１７４】
〔比較例１〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー７]を用い、イソホロンジアミン１．３部を３．２部とした以外は、実施例１と同
様にして、［トナー７］を作製した。
【０１７５】
－プレポリマー７の合成－
　冷却管、撹拌機および窒索導入管の付いた反応容器中に、ビスフェノールＡエチレンオ
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キサイド２モル付加物６８２部、ビスフェノールＡプロピレンオキサイド２モル付加物８
１部、テレフタル酸２８３部、無水トリメリット酸２２部およびジブチルチンオキサイド
２部を入れ、常圧で２３０℃で８時間反応させ、さらに１０～１５ｍｍＨｇの減圧で５時
間反応させ、[中間体ポリエステル７]を得た。[中間体ポリエステル７]は、数平均分子量
２１００、重量平均分子量９５００、Ｔｇ５５℃、酸価０．５、水酸基価５１であった。
次に、冷却管、撹拌機および窒素導入管の付いた反応容器中に、［中間体ポリエステル７
］４１０部、イソホロンジイソシアネート８９部、酢酸エチル５００部を入れ１００℃で
５時間反応し、[プレポリマー７]を得た。得られた[プレポリマー７]のイソシアネート質
量％は、１．５３％であった。
【０１７６】
〔比較例２〕
　実施例１において、[プレポリマー１]の代わりに、以下のようにして合成した[プレポ
リマー８]を用いた以外は、実施例１と同様にして、［トナー８］を作製した。
【０１７７】
－プレポリマー８の合成－
　冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、プロピレングリコール４６３
部、テレフタル酸６５７部、無水トリメリット酸９６部、及びチタンテトラブトキシド２
部を入れ、常圧下、２３０℃にて８時間反応し、次いで、１０～１５ｍｍＨｇの減圧で５
時間反応し、[中間体ポリエステル８]を得た。得られた[中間体ポリエステル８]は、重量
平均分子量２８０００、ガラス転移温度（Ｔｇ）は３６℃、酸価は０．５、水酸基価は１
６．５であった。次に、冷却管、撹拌機、及び窒素導入管の付いた反応容器中に、前記［
中間体ポリエステル８］２５０部、イソホロンジイソシアネート１８部、酢酸エチル２５
０部を入れ、１００℃にて５時間反応し、[プレポリマー８]を得た。得られた[プレポリ
マー８]のイソシアネート質量％は、０．６１％であった。
【０１７８】
　次に、得られた実施例１～６及び比較例１～２の各トナーについて、以下のようにして
、耐熱保存性、定着性、帯電特性及び経時安定性を評価した。結果を表１に示す。
【０１７９】
＜耐熱保存性＞
　各トナーについて、５０℃×８時間保管後、４２メッシュのふるいにて２分間ふるい、
金網上の残存率をもって耐熱保存性とした。耐熱保存性の良好なトナーほど残存率は小さ
い。以下の４段階で評価した。
〔評価基準〕
　×：３０％以上
　△：２０％以上３０％未満
　○：１０％以上２０％未満
　◎：１０％未満
【０１８０】
＜定着性＞
　画像形成装置（株式会社リコー製、ｉｍａｇｉｏ Ｎｅｏ ４５０）を用いて、普通紙及
び厚紙の転写紙（株式会社リコー製、タイプ６２００及びＮＢＳリコー社製、複写印刷用
紙＜１３５＞）にベタ画像で、１．０±０．１ｍｇ／ｃｍ２の各トナーが現像されるよう
に調整を行い、定着ベルトの温度が可変となる様に調整を行って、普通紙でオフセットの
発生しない温度を、厚紙で定着下限温度を測定した。なお、定着下限温度は得られた定着
画像をパットで擦った後の画像濃度の残存率が７０％以上となる定着ロール温度をもって
定着下限温度とした。
【０１８１】
＜帯電特性＞
（１）１５秒攪拌Ｑ／Ｍ
　シリコーン樹脂コートフェライトキャリア（平均粒径５０μｍ）・・・１００質量部
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　各トナー・・・４質量部
を内容積の３割までステンレス製ポットに入れ、１００ｒｐｍの攪拌速度で１５秒攪拌し
、ブローオフ法より求めた。
（２）１０分攪拌Ｑ／Ｍ
　前記（１）と同様に１０分攪拌した時の帯電量を求めた。
【０１８２】
＜経時安定性＞
　経時安定性評価は１０万枚のランニングの後に３０℃、湿度９０％の環境下で細線評価
用画像を出力させ、細線の再現度合いにより判断した。（作製したトナー５質量部と平均
粒径が５０μｍのシリコーン樹脂被覆フェライトキャリア９５質量部をブレンダーで１０
分間混合して現像剤を作製し、市販カラー複写機（ＰＲＥＴＥＲ５５０；リコー社製）に
入れて評価を行った。）
・細線同士が重なっており、分離識別できず ・・・・× 
・細線同士が重なっているが、分離識別できる ・・・・△ 
・細線同士が分離識別できるが線のにじみ等が僅かにみとめられる・・・・ ○ 
・細線同士が分離識別でき、線のにじみ、ボケがまったく見られず・・◎
【０１８３】
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【表１】

【０１８４】
注）表中、「ビスフェノールＡＥＯ付加物」は、ビスフェノールＡのエチレンオキサイド
２モル付加物を表わす。また「ビスフェノールＡＰＯ付加物」は、ビスフェノールＡのプ
ロピレンオキサイド２モル付加物を表わす。
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【０１８５】
　上表より、実施例の、活性水素基含有化合物と反応可能なポリエステル成分が、酸成分
と、脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも1種のジオール化合物
と、芳香族ジオール化合物とを触媒の存在下で縮合重合された場合は、定着下限温度が低
く、かつ、耐熱保存性が良好なトナーが得られることが明らかである。これに対して、比
較例の、脂肪族ジオール及び脂環族ジオールから選択される少なくとも１種のジオール化
合物のみ用いた場合は、耐熱保存性は良好であるものの定着下限温度が高く、また、芳香
族ジオール化合物のみ用いた場合は、定着下限温度は良好であるものの耐熱保存性が良好
にならないこと、のみならず経時安定性も良くないことがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０１８６】
【図１】本発明のトナーが使用される画像形成装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本発明のトナーが使用される画像形成装置の他の例を示す概略構成図である。
【図３】本発明のトナーが使用されるタンデム型画像形成装置の一例を示す概略構成図で
ある。
【図４】図４のタンデム型画像形成装置の一部拡大図である。
【図５】本発明のトナーが使用されるプロセスカートリッジの一例を示す概略構成図であ
る。
【符号の説明】
【０１８７】
　　１０　感光体（感光体ドラム）
　　１０Ｋ　ブラック用感光体
　　１０Ｙ　イエロー用感光体
　　１０Ｍ　マゼンタ用感光体
　　１０Ｃ　シアン用感光体
　　１４　支持ローラ
　　１５　支持ローラ
　　１６　支持ローラ
　　１７　中間転写クリーニング装置
　　１８　画像形成手段
　　２０　帯電ローラ
　　２１　露光装置
　　２２　二次転写装置
　　２３　ローラ
　　２４　二次転写ベルト
　　２５　定着装置
　　２６　定着ベルト
　　２７　加圧ローラ
　　２８　シート反転装置
　　３０　露光装置
　　３２　コンタクトガラス
　　３３　第１走行体
　　３４　第２走行体
　　３５　結像レンズ
　　３６　読取りセンサ
　　４０　現像装置
　　４１　現像ベルト
　　４２Ｋ　現像剤収容部
　　４２Ｙ　現像剤収容部
　　４２Ｍ　現像剤収容部
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　　４２Ｃ　現像剤収容部
　　４３Ｋ　現像剤供給ローラ
　　４３Ｙ　現像剤供給ローラ
　　４３Ｍ　現像剤供給ローラ
　　４３Ｃ　現像剤供給ローラ
　　４４Ｋ　現像ローラ
　　４４Ｙ　現像ローラ
　　４４Ｍ　現像ローラ
　　４４Ｃ　現像ローラ
　　４５Ｋ　ブラック用現像器
　　４５Ｙ　イエロー用現像器
　　４５Ｍ　マゼンタ用現像器
　　４５Ｃ　シアン用現像器
　　４９　レジストローラ
　　５０　中間転写体
　　５１　ローラ
　　５２　分離ローラ
　　５３　手差し給紙路
　　５４　手差しトレイ
　　５５　切換爪
　　５６　排出ローラ
　　５７　排出トレイ
　　５８　コロナ帯電器
　　６０　クリーニング装置
　　６１　現像器
　　６２　転写帯電器
　　６３　感光体クリーニング装置
　　６４　除電器
　　７０　除電ランプ
　　８０　転写ローラ
　　９０　クリーニング装置
　　９５　転写紙
　　１００　画像形成装置
　　１０１　感光体
　　１０２　帯電手段
　　１０３　露光
　　１０４　現像手段
　　１０５　記録媒体
　　１０７　クリーニング手段
　　１０８　転写手段
　　１２０　タンデム型現像器
　　１３０　原稿台
　　１４２　給紙ローラ
　　１４３　ペーパーバンク
　　１４４　給紙カセット
　　１４５　分離ローラ
　　１４６　給紙路
　　１４７　搬送ローラ
　　１４８　給紙路
　　１５０　複写装置本体
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　　２００　給紙テーブル
　　３００　スキャナ
　　４００　原稿自動搬送装置（ＡＤＦ）

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】
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